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４　学校施設の複合化の特徴と取組事例

　前節の実施状況調査等で見られた学校施設の複合化の特徴として、その効果と課題や、それ
らの効果的な取組と課題への対応事例について、以下のとおり示す。

（１）複合化の効果と課題

＜効果＞

①施設機能の共有化による学習環境の高機能化・多機能化

　複合化により、単独の学校として整備するよりも施設機能の高機能化・多機能化を図るこ
とができ、児童生徒や地域住民に多様な学習環境を創出するとともに、公共施設を有効的に
活用することができる。

②児童生徒と施設利用者との交流

　学校施設と他の公共施設等が併設されているという特徴を生かし、交流の機会を設けたり、
日常的に互いの施設での活動等を目にしたりすることで、児童生徒と地域住民などの施設利
用者との交流を深めることができる。

③地域における生涯学習やコミュニティの拠点の形成

　学校施設と社会教育施設等との複合施設では、児童生徒の学びの場としてだけでなく、地
域にとっても生涯学習の場となるとともに、伝統文化や行事の継承などを通して、地域のコ
ミュニティの形成にも寄与することができる。

④専門性のある人材や地域住民との連携による学校運営への支援

　様々な人材が集まるという特徴を生かし、学校の教育活動や課外活動などに専門性のある
人材を活用したり、地域住民の協力を促したりすることで、児童生徒により高度な専門知識
に触れる機会を創出したり、学校運営への支援が行われたりすることが期待できる。

⑤効果的・効率的な施設整備

　学校施設や公共施設等をそれぞれ単体で整備するよりも、複数の公共施設等を複合施設と
して一体的に整備したり、既存学校施設を活用したりすることにより、域内全体の整備費用
の削減や支出の平準化を図ることができる。

＜課題＞

①地方公共団体内の部局間の連携、教職員や地域住民との合意形成

　学校施設と他の公共施設等との複合化に当たっては、地方公共団体内において複数の公共
施設等関係部局が連携し、域内の公共施設の整備計画や、複合化する各施設の計画、管理・
運営の方法等について検討することが必要となる。また、教職員や各施設の関係者はもとより、
利用者となる地域住民が、問題意識を持って、自ら主体的に考えてアイディアを出すことで
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合意形成に至るように進めることが重要である。

②施設計画上の工夫

　学校施設の複合化に当たっては、地域の実情に応じ、以下に示すことなどを総合的に判断

し計画することが求められる。

◦安全性の確保
　学校施設を含めた複合施設においては、児童生徒や学校関係者だけでなく、不特定多数

の地域住民が利用することから、児童生徒が安心して学校生活を送れるようにするととも

に、地域住民も安心して利用できるように、ハード・ソフトの両面から安全性を確保する

ための対応策を検討することが必要である。

◦互いの施設の活動への支障の緩和
　学校施設と他の公共施設等が併設していることで、児童生徒と他の施設利用者との動線

の交錯や、互いの音などにより、学校の教育活動や他の公共施設等の活動に支障を及ぼす

可能性があることから、各施設の配置や動線、防音性の確保といった施設計画上の対策を

図るとともに、互いの施設における利用方法や利用時間等のルールや活動内容について情

報を共有して、その対応について検討することが必要である。

◦施設の管理区分や会計区分の検討
　学校施設を含めた複合施設においては、各施設間の相互利用・共同利用が活発となるこ

とから、学校施設と他の公共施設等の専用部分と共同利用部分の管理区分や、施設利用料

や光熱水費等の会計区分等の明確化や一元化の可否等について検討することが必要である。
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（２）複合化の効果的な取組事例

①施設機能の共有化による学校施設の高機能化・多機能化
　複合化により、単独の学校として整備するよりも施設機能が高機能化・多機能化し、学習
環境の質の向上や他の公共施設等の効果的な活用が図られている事例があった。

・複合化した文化センターを活用し、音楽ホールでの音楽発表会や、プラネタリウムでの学習、
和室での茶道体験など特色ある教育活動を行っている。（3. 品川区立第一日野小学校）

・小学校内の図書コーナー＊のほか、資料の豊富な公共図書館を授業でも活用している。本
の貸出しサービスを利用するだけでなく、授業でも 1 日約 3 クラスが図書館を利用して
いる。（8. 志木市立志木小学校）

　＊校内の各階には、各学年の学習状況に応じた本をそろえたチャレンジコーナーを設置

・中学校と社会体育施設の複合化では、学校に体育館を設けないものの、社会体育施設の
体育館を中学校でも利用を優先とし、授業や部活動に活用している（14. かほく市立宇
ノ気中学校）

音楽ホールを含む区立文化センター等
との複合化（品川区立第一日野小学校）

児童書コーナーを広く設けた市立図書
館等との複合化（志木市立志木小学校）

競技用のバスケットボールコートを
2 面有する体育施設との複合化
（かほく市立宇ノ気中学校）
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②児童生徒と施設利用者との交流

　学校施設と他の公共施設等が併設されているという特徴を生かし、他の公共施設等との
間で交流の機会を設けている学校があった。また、児童生徒と地域住民などの施設利用者
との直接的な交流はなくても、日常的に他の公共施設等での活動等を目にすることで、地
域とのつながりが感じられる学校があった。

（施設間の交流）

・休憩時間を利用して児童が市立図書館で本の貸出し業務を手伝ったり、公民館の利用団体
が小学校の部活動の指導をボランティアで行ったりしてくれている。（8. 志木小学校）

・中学校の体育祭に保育園児が参加したり、中学校が保育体験として絵本の読み聞かせをし
たりと、施設間の交流が生徒の情操教育としても役立っている。（6. 世田谷区立砧南小学校）

・児童が老人デイサービスセンターで高齢者と折り紙等を一緒にしたり、歌や演奏を披露した
りと、授業の一環として施設間の交流を積極的に実施している。（11. 宇治市立小倉小学校）

（日常的な交流）

・施設間の交流は少ないが、児童は日常的に地域住民が社会教育施設で活動する姿が見え、
社会教育施設からも学校の様子が見えるなど、相互の活動に対する理解・関心を高められ
ている。（2. 台東区立上野小学校）

・老人福祉施設の窓から中学校のグラウンドの様子が間近に見られるため、地域の高齢者が新
しい世代との繋がりを感じることができている。（7. 京都市立京都御池中学校）

・学校施設と公民館が中庭を挟んで向かい合っており、中庭が両施設の交流空間であるととも
に、日常的にも中庭を挟んで互いの活動を目にできる空間ともなっている。（8. 志木市立
志木小学校）

敷地入口から昇降口までのアプローチ動線から
体育館やプールの様子を見ることができる（台東区立上野小学校）

陶芸教室で交流する児童と地域住民
（いろは遊学館提供）

中学校の体育祭に保育園児も参加
（世田谷区教育委員会提供）

老人福祉施設からは中学校のグラウンド
の様子が見える（京都市立御池中学校）

老人デイサービスセンターで交流する
児童と高齢者（宇治市教育委員会提供）
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③地域における生涯学習やコミュニティの拠点の形成

　学校施設と社会教育施設等との複合施設では、児童生徒の学びの場としてだけでなく、地
域の人々の多様化する学習需要などにも応えるための地域における生涯学習やコミュニティ
形成の拠点施設としての役割を担っている事例があった。

・小学校、幼保一体施設、教育センターといった教育施設と、音楽ホール・プラネタリウム・貸スタジ
オ等の文化施設が集約された、地域の教育・文化活動の拠点施設となっている。（3. 品川区立第
一日野小学校）

・小中学校と公民館が一体となった複合教育施設は、学校教育はもとより、地域住民の生涯学習・交
流活動の拠点として、魅力ある村づくりの促進と村の将来を担う人材の育成を担っている。（15.
南砺市立利賀小中学校）

・特別支援学校と児童発達支援センターが連携することで、乳幼児から義務教育段階の子供たちまで、
継ぎ目のない福祉的支援と教育機会を提供する地域の特別支援教育の核となっている。（12. 十日
町市立十日町小学校）

・コミュニティの生まれにくい新しい住宅地において、小学校を中心に公民館や老人福祉施設、児童
福祉施設などを複合的に整備することで、地域のコミュニティ拠点となることが期待されている。

（9. 吉川市立美南小学校）

　被災地において、学校を核にまちの再生を図ろうとしている計画も見られ、学校施設を含
めた複数の公共施設について複合化し、新たに整備しようとしている地方公共団体もあった。

（ＴＯＰＩＣ）東日本大震災の被災地における学校施設の複合化に関する取組
【釜石市】かまいし未来のまちづくりプロジェクト
市の南部に位置する唐丹地区及び北部に位置する鵜住居地区において被災した、小・中学校、幼
稚園及び児童館等を同一敷地内で、それぞれが連携しやすい教育環境を整備すること、また防災
拠点としての強化を図ることで、学校を主軸にまちを再生する取組
◯鵜住居地区：『学校を核にまちを再生する』

複合機能：小学校、中学校、鵜住居児童館、鵜住居幼稚園、避難所
予定生徒数：小学校 12 クラス、中学校 6 クラス
建築着工予定：平成 27 年 6 月
開校予定：平成 29 年 4 月（竣工は平成 29 年 3 月）

＜事業の目的＞
①防災拠点としての施設づくり
　　小・中学校、幼稚園、児童館の 4 つの施設を、安全な高台

の同一敷地内で、それぞれが連携しやすい教育環境を整備。
また、防災拠点としての強化を図るため、高台への避難経路を
児童生徒や地域住民にも日常的に利用してもらえるよう、登下
校や地域開放の動線に配慮した計画としている。

②街づくりの核としての学校づくり
　　新たに学校等が再建される場所は街に近接しており、鵜住居駅や住

宅・商店機能、学校施設が集約された地域コミュニティの核となること
を目指している。地域住民が小学校体育館の地域開放や学校敷地内に
ある白山神社への参拝などを通して、訪れやすい計画としている。

幅広い年代に利用されている
文化センターのプラネタリウム
（品川区立第一日野小学校）

地域の生涯教育・交流活動の
拠点となるホール

（南砺市立利賀小中学校）

小学校、特別支援学校、発達支援センター
が併設し、地域の特別支援教育の核となっ
ている（十日町市立十日町小学校 )

復興のイメージ図

基本設計最終案
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④専門性のある人材や地域住民との連携による学校運営への支援

　様々な人材が集まりやすい特徴を生かし、学校の教育活動や課外活動において、専門性のある
人材や地域住民を活用し、児童生徒に従来より高度な専門知識に触れる機会を創出したり、学校
の安全性を高める仕組みを検討したりするなど、学校運営への支援を図っている学校があった。

（専門的な知識、技能を持った専門性のある人材や教育資源の活用）

【14. かほく市立宇ノ気中学校】
・学校敷地内に学校の体育館は整備せず、社会体育施設として市立体育館を整備。体育館は指定管理

者制度※ 1 により、総合型地域スポーツクラブが運営しており、学校の授業や部活動等に使用している。
◯学校と指定管理者との連携した取組
・学校の部活に準じた形で、指定管理者が放課後に中学校への指導も実施している。もともと、中学校

にサッカー部はなかったが、生徒は、指定管理者の運営するサッカークラブに参加することができる。
・部活動の顧問が担当スポーツが得意でない場合、指定管理者のコーチを派遣する。
・部活動に入る生徒は、全員指定管理者の会員になっており、部活中のケガ等にも保険が適用さ

れるため、安心して活動が可能である。
◯背景
　当時、町には正式なバスケットボールコートを2面有する体育館がなく、また、総合型地域スポー

ツクラブ※ 2 の活動拠点（クラブハウス）がなかったことから、中学校の改築を機に社会体育施
設との複合化を計画した。

◯管理運営状況
　学校施設の管理は学校と教育委員会が行い、社会体育施設の管理は指定管理者制度により総合

型地域スポーツクラブに委託している。なお、学校開放を含め、施設の貸し館調整や入退出の
管理は指定管理者（総合地域スポーツクラブ）が行っている。

（他施設の職員や地域住民と連携した安全性の強化）

【8. 志木市立志木小学校】
◯学校と指定管理者との連携した取組
・オープンな学校施設であり、あらかじめ地域住民と話し合いながら、地域の目で子供を守ると

いう考えのもとで防犯対策を行っている。
・見通しのよいガラス張りの校舎とし、児童と公民館・図書館利用者が交流できるアプローチの

動線となっている。
・児童生徒と利用者の動線が交わりやすい場所には警備員を配置し、職員室から校舎内を見渡す

ことのできる配置としている。
・教職員だけでなく、他の施設の職員も一緒に児童を見守っている。人の目が届きづらい場所は

監視カメラや電子錠等で対応している。

＜その他　防犯対策＞
・学校の安全主任は図書館・公民館の担当と適宜打合せを実施
・全職員・教職員が PHS を携帯　・常駐警備員の配置
・施設の管理運営委員会において危機管理マニュアルを作成
・防犯監視カメラの設置（20 台）　・利用者は入館証を着用
・3 施設合同の避難訓練（年に 3 回）

複合施設を拠点とする総合型地域スポーツ
クラブによる体育や部活動への支援

見通しのよいガラス張りの校舎

※ 1　指定管理者制度
公の施設の管理運営を行う民間事業者を指定管理者として指定
することにより、民間のノウハウを活用しつつ、サービスの向
上と経費の節減等を図ることを目的とした制度。

※ 2　総合型地域スポーツクラブ
人々が、身近な地域でスポーツに親しむことのできる新しいタ
イプのスポーツクラブで、多世代・多種目・多志向という特徴
を持つ、地域住民により自主的・主体的に運営されるスポーツ
クラブ。
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⑤効果的・効率的な施設整備

（敷地の有効活用）
　都心の商業地域や住宅が密集した地域において、敷地等の有効利用や財政負担軽減の観点
から、学校の統廃合や改築を機に、学校施設と地域に需要のある公共施設との複合施設とし
て整備している事例があった。

【都心の商業区域】
敷地の確保が難しい商業地において、学校の改築と併せ、地域に不足していた幼稚園、
児童館、図書館を高層化して整備（1. 千代田区立昌平小学校）
学校統合を契機に、市内有数の中心的立地を有効活用することとし、地元住民から要望
が高かった、保育所、老人福祉施設、商業施設等との複合施設として整備。（7. 京都市
立京都御池中学校）

【住宅の密集した区域】
老朽化した学校を改築する際に、地域包括支援センター等を併設させたほか、周辺に地
区プールが未整備だったことから、学校プールを地区プールとして日常的に開放しやす
いように利用者専用の動線を設けるなど、学校の安全性を保ちつつ有効活用を図った。

（4. 目黒区立碑小学校）

（既存学校施設の活用）
　既存学校施設の余裕教室等を活用し、地域に需要のある公共施設等と複合化している事例
があった。

【11. 宇治市立小倉小学校】余裕教室を活用して老人福祉施設を整備
・市内に老人福祉施設の整備を検討していた際、小倉小学校に 12 教室以上の余裕教室があったこ

とから、その余裕教室を改修し、老人デイサービスセンター、地域包括支援センター等を整備した。
・小学校と老人福祉施設の区画や動線は分けているが、非常時の避難路を確保する観点か

ら、壁の設置や扉の施錠などによる明確な区分はしていない。また、敷地内で児童と老
人デイサービスセンターの送迎車が接触をしないように、老人デイサービスセンターの
送迎時間を児童の登下校と重ならないように配慮している。

・学校と老人福祉施設に係る消防法などの適用に違いがあるが、本校では複合している棟
全体を、より厳しい老人デイサービスセンターの規定に合わせて整備をした。また、電
気・水道等は施設ごとに系統分けし、メーターを別にして引き込んだ。

商業地域に複数の施設を複合化し、高層化して整備
（千代田区立昌平小学校）

余裕教室を活用し
老人デイサービスセンター等を整備

大通りに面した部分に
商業施設を配置

（京都市立京都御池中学校）

高齢者が快適に過せるように、
外壁や床なども温かい雰囲気に改修。

地区プールとしても活用
（目黒区立碑小学校）

（目黒区教育委員会提供）
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【6. 世田谷区立砧南中学校】余裕教室を活用して保育所を整備
・砧南中学校の周辺は待機児童が多かったことから、余裕教室等を改修し保育所を整備した。
・保育所は中学校の校庭にも面しているため、ボール等が飛んできても事故等が起こらない

ように、校庭に面する側にはネットを設置している。
・消防法※に基づく消防用設備の規制が既存建物に及ばないよう、学校部分とは耐火構造の壁

で区画している。また、扉を設置し避難時には通り抜け可能にした。また、保育所には調
理室やトイレが必要であるため、床下に水回りの設備を整備した。

※参考資料７９ページ参照

　このような既存学校施設の余裕教室等を活用した複合化に当たっては、下記の既存学校施設
の特徴等を十分踏まえて計画することが求められる。

・学校施設の立地や敷地の特徴
　公立小中学校施設は、地域の児童生徒が徒歩や自転車で通学できる場所に位置し、地域
コミュニティのどこからでも徒歩や自転車でアクセスできる場合が多い 13。また、一般的に
広く平らな敷地に、グラウンドや、校舎、屋内運動場、プールなどの施設が存在し、好条
件の敷地に建設されていることが多い。

・既存校舎の特徴
　第２次ベビーブーム世代の受入れに対応するために整備されてきた校舎は、鉄筋コンク
リート造の約８ｍ×約８ｍの 65㎡程度の普通教室を均質に並べた片廊下一文字型の平面計
画が多く、また、平成 17 年の建築基準法改正以前に建設された校舎の教室については、
３ｍ以上の天井高さを確保した空間となっている。

・学校施設に係る建築基準法等の特徴
　学校施設に係る建築基準法上の特徴的な条項としては、採光面積、階段や廊下幅の寸法
に関するものなどがある※１。また、既存校舎は、無断熱のものが多く、開口部も大きいため、
温熱環境の向上を図る必要があるものが多い。一方、学校施設に係る消防法上の特徴的な
条項としては、消火器具や避難器具の基準などがある※２。

※１：例えば、居室の窓その他の開口部で採光に有効な部分の面積のその床面積に対する割合について、原則、
小学校や中学校の教室の場合には、５分の１以上でなければならず、一方、老人福祉施設に入所する者の
談話、娯楽のために使用される居室の場合には、10 分の１以上でなければならないなど規定の違いがある。

（建築基準法施行令第 19 条関係）

※２：例えば、避難器具に関する基準について、原則、小学校の３階以上の階で避難階または地上に通じる階
段が２以上設けられていない階では、100 人に１個の割合で救助袋などの避難器具を設置しなければなら
ず、一方、保育所の２階以上の階で収容人数が 20 人以上である場合には、100 人に１個の割合で救助袋
などの避難器具を設置しなければならないなど規定の違いがある。（消防法施行令第 25 条関係）

中学校の1階の余裕教室部分を
活用して保育所を整備

保育所部分は床を上げて水回りを
整備。避難時に使える扉も設置

中学校校庭との境界に
防球ネットを整備

13　山間や離島などのへき地や過疎地等を除く
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【機密性○（取扱制限）】

中学校

保育室 フリールーム

子育てサロン
保育室

１歳児

保育室

２歳児

玄関

便所 職員室

調理室

避難時用の扉

ス
ロ
ー
プ
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（官民連携による整備・運営）
　複合化する施設の種類や数などにより、比較的規模の大きい複合施設となる場合などは、
ＰＦＩ等の官民連携により、民間のノウハウによる施設のコンセプトの実現や、財政負担の軽減、
さらには、学校の教職員負担の軽減にもつながっている事例があった。
※ PFI（Private Finance Initiative（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）
　公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法

【7. 京都市立京都御池中学校】
中学校、保育所、老人デイサービスセンター、賑わい施設（商業施設）、拠点備蓄倉庫等を
複合施設として整備。市内初の大規模複合施設の整備に民間ノウハウを活用するためPFI
で整備

◯ PFI 導入の主な目的と効果
・財政支出の削減・平準化（従来方式よりも整備費を約 30％削減）
・限られた敷地、事業期間、事業費等の厳しい条件下、民間事業者が提案力を競うことによ

り、事業コンセプト（複合施設の目的）を高いレベルで実現。
・設計から維持管理まで一括で発注することにより、意思疎通も含め効率的に事業を実施。
・安心かつ効率的な複合施設の維持管理業務の実施により職員等の負担が軽減。

◯ PFI 導入により生じたこと
・通常の学校施設整備よりも契約手続き等が複雑で

あり、時間も要する。（学校施設単体よりも規模
が大きいため、政府調達契約となった。）

・修繕等の可否について、学校と教育委員会だけで
なくPFI 事業者を通す必要がある。（PFI 事業者
で対応すべき修繕かどうか判断を要するため）

京都市初の大規模な複合施設整備となった
京都御池中学校を含む高層の複合施設

取
組
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（３）複合化の課題への取組事例

①地方公共団体内の部局間の連携、地域との合意形成
　学校施設と他の公共施設等との複合化に当たり、施設の計画や、管理・運営方法について
検討するため、地方公共団体内の複数の部局が連携し、地域住民の意見を聴く機会を設ける
など、地域との合意形成を図って整備を行った事例があった。

【8. 志木市立志木小学校】
◯庁内プロジェクトチーム（平成 9 年 5 月から平成 13 年 3 月まで）

　市内部においても、関係各所の所属長により構成するプロジェクトを設置し、特に行
政面からの問題点等を研究・検討した。

関係課所：企画、財政、生涯学習、学校教育、公民館、図書館など
実施回数：15 回

◯市民検討委員会（平成 11 年 1 月から平成 13 年 3 月まで）
　計画策定に当たり、公募を含めた関係団体の市民で構成する、「志木小学校・公民館・
図書館複合施設検討委員会」を発足し、市民・関係者の意見を反映し計画策定を進めた。

検討内容：先進事例の研究・視察や基本構想策定、基本設計より実施設計まで具体的
な施設計画を検討

全　体　会：複合施設を総合的に検討（全 12 回）
分　科　会：それぞれの立場から複合施設の在り方を検討するため、下記分科会を設置

（全 10 回）
・教育部会・・・学校側から見た複合施設の在り方の検討
・複合部会・・・生涯学習施設側から見た複合施設の検討
・管理運営部会・・・施設の管理運営について検討

◯その他
　基本計画から、市民・関係者で組織される複合施設検討委員会や庁内の関係課長で構
成するプロジェクトチームなど関係者間において、必要な情報や意見の交換を行うなど
計画立案過程を重視した。

市民・関係者と行政との検討会の様子

取
組
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②施設計画上の工夫
　学校施設を含めた各公共施設等の活動に支障を及ぼさない観点や、児童生徒の安全を確保する
観点から、同一の敷地・建物であっても、学校施設と他の公共施設等を、壁や間仕切り等で明確に
区分したり、児童生徒と施設利用者等との動線が交わらないようにしたりしている学校があった。

【4. 目黒区立碑小学校】
・敷地及び建物への入口が、学校施設とそれ以外（プール、行政機関出張所等）と別々に

確保している。
・学校教育活動の一環として、4 階のプールを利用する場合には、常時施錠してある 4 階の

扉を教員が開け、児童を通している。
・学校開放を行う体育館やホールは1 階に集めて配置し、学校開放用の

入口を別途設けている。
・また、開放部分とそうでない部分の間に施錠可能な扉を設置している。

　一方、地域の実情を踏まえ、施設内での日常的な交流を促したり、見通しを良くすることで
防犯性を高めたりする観点から、敷地内の視認性を確保し、施設ごとの領域性を強化すること
を十分踏まえた上で、施設計画上は学校施設と他の公共施設等との区分を明確にせず、警備員
や監視カメラの配置、利用時間帯の調整等により対応している学校もあった。

【14. かほく市立宇ノ気中学校】
・建物へのアプローチは開かれたつくりとしているが、これは、地域住民と生徒との触れ合

いを生み、防犯上の利点もあると判断して実施したもの。

・職員室を玄関や生徒、地域住民の出入りを見渡せる位置に計画し、体育施設側からも玄関
アプローチを見渡せる配置としている。

学校と地域の利用者の動線をあえて一緒にしている 学校（左側）、市立体育館（右側）共用のアプローチ

学校と地域の利用者の動線を分離している 開放部分を仕切るための扉

プール、行政機関出張所等の入口

取
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：生徒 

：地域 

：休日・時間外 
  セキュリティライン 

生徒や地域住民が交流できる 
ように計画をしたアプローチ 

■中学校規模／14学級490名 
    （特別支援学級／3学級9名） 
■複合施設（床面積）／ 
㻌 㻌 㻌  㻌 中学校（8,283㎡） 
㻌  㻌       市立体育館（4,488㎡） 
■整備時期／平成19年 
■構造／RC造地上4階 

石川県かほく市㻌

かほく市立宇ノ気中学校ᴾ

＜立面図＞ 

体育館を総合型地域スポーツクラブが指定管理㻌

・体育館を社会体育施設として整備し、総合型地域スポーツクラブが 
㻌 指定管理者として管理運営 
 

・授業や部活動に総合型地域スポーツクラブが協力 

施設整備の背景 

施設の配置・動線 

・町にはバスケットボールコート2面を有する体育館がなかったため、 
㻌 中学校の改築に併せ、社会体育施設として体育館を整備。 
・旧宇ノ気町で基本構想から実施設計まで実施。 
・体育館の管理は指定管理者制度を採用。 

・生徒及び地域住民が混在するアプローチ 
・学校側は若干抵抗があったが、この計画により地域と 
  生徒とのふれあいが生まれ、防犯上の利点も多いと判断 

校舎棟 

体育館棟 

＜配置図＞ 

中学校 

社会体育施設 ：生徒 

：地域 

：休日・時間外 
  セキュリティライン 

＜立面図＞ 

1F 

2F 

体育館棟 

校舎棟 

3F 

4F 普通教室 

普通教室 

特別教室・管理諸室 

特別教室 屋内練習場・スタジオ 

体育館 

中学校 

社会体育施設 

１４．㻌

生徒
地域
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　なお、複合施設を整備してから年数が経過し、児童生徒の安全を確保する観点や、地域に求めら
れる施設の利用需要に応じる観点などから、当初の施設計画を見直し、改修等を行っている学校も
あった。

・既存学校施設を活用して老人福祉施設を整備し、改修当初は昇降口の扉が手動の開閉扉で
あったが、力の弱い高齢者や車いす利用者のためにユニバーサルデザインとして自動開閉
扉に変更した。（宇治市立小倉小学校）

・学校施設内の図書室やランチルームについて、平常時も地域住民が利用できるように計画
していたが、児童生徒の安全を確保する観点から「関係者以外立入禁止」の貼り紙を出入
口に掲示した。（南砺市立利賀小学校・利賀中学校）

・保育所の入園希望者の増加に伴い、当初、中学校であった部分を活用し、保育所として利
用することとした。また、児童生徒の増加に伴い、当初、複合施設内に設けていた行政機
関のスペースを小学校の普通教室として利用することとした。（京都市立京都御池中学校）

取
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　学校設置者は、学校施設の複合化に当たり、地方公共団体の公共施設等関係部局※と連携し、
教職員や児童生徒、保護者、地域住民などの関係者の意見を取り入れつつ、地域の実情や以下
のことを踏まえ実施することが重要である。
　

１　基本的な考え方

（１）学習環境の高機能化・多機能化

　学校施設の複合化に当たっては、教育内容・教育方法等の変化に対応し、多様な学習内容・
学習形態の導入を可能とする高機能かつ多機能な学習環境を整備することが重要である。特
に、他の公共施設等と併設しているという特徴を生かし、単独の学校の施設整備では困難な
他の公共施設等が所有する高機能な施設機能を共有したり、学校教育に利活用したりできる
施設計画とすることが重要である。

（２）児童生徒と幼児や高齢者など多様な世代との交流

　学校施設の複合化に当たっては、児童生徒が、幼児への思いやりや高齢者への尊敬と感謝
の気持ちを育むなど、豊かな情操と道徳心を培う観点から、児童生徒が幼児や高齢者など多
様な世代と交流したり、互いに活動する様子を目にすることでつながりを感じたりできる施
設計画とすることが重要である。このことは、幼児にとっては、児童生徒への憧れの気持ち
が成長のきっかけに、高齢者にとっては、生きがいや健康づくりにも寄与するという観点か
らも重要である。

（３）学びの場を拠点とした地域コミュニティの強化

　学校施設と社会教育施設等との複合施設は、単独の学校施設の場合に比べ、日常的に地域
住民などが集い、学習活動等を通じて地域のコミュニティを形成する、まちづくりの核とし
ての役割や、災害時には地域の避難所としての役割も果たすことが求められる。このため、

（４）学校の教育活動等を支える専門性のある人材の活用

　学校施設の複合化に当たっては、地域住民や他の公共施設等の関係者など、単独の学校施
設の場合に比べ、多様な人々が集まるという複合施設としての特徴を生かし、学校の教育活
動や施設の管理等へ生かすことも併せて検討することが重要である。
　特に、専門的な知識や技能を持った人材を学校の教育活動や課外活動などに取り込むこと
や、施設の管理等について民間団体を活用したり、地域住民の協力を促したりするなど、学

 第2章  学校施設の複合化の在り方 

※公共施設等関係部局とは、複合化する施設の所管部局のほか、財政部局や、地域政策部局、まちづくり部局、防災部局
等が考えられる。

第
２
章

地域の生涯学習やコミュニティの拠点として、障がいの有無に関わらず多様な人々が生きが
いをもって生活を送ることができるよう、避難所としての防災機能の確保、ユニバーサルデ
ザインの採用、バリアフリー対策の実施など施設の安全性を高めるとともに、学校施設とし
てふさわしい景観にも配慮することが重要である。
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1 学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）の策定については、「学校施設の長寿命化計画策定の手引（平成27 年４月
文部科学省）」が参考になる。

習環境の質を高めるとともに、教員の課外活動等を支援する手法について検討することも重
要である。

（５）効果的・効率的な施設整備

　近年の厳しい財政状況の中、地方公共団体においては域内の公共施設について、老朽化対
策をしつつ利用需要の変化等にも応じるため、最適化を図ることが必要とされている。この
ような中、学校施設についても、より効果的・効率的な施設整備の手法として、他の公共施
設等との複合化や公民連携による整備手法等を検討することも有効である。
　また、公共施設の約４割は学校施設であり、その多くは地域住民が通いやすい位置に立地し、
構造体としても耐震対策がなされ堅ろうであること等から、既存校舎や余裕教室等を活用し、
地域において需要のある公共施設等を整備することも、公共施設の効果的・効率的な整備に
資するという観点から重要である。

　このような学習環境の向上に資する学校施設の複合化に係るプロセスを通じて、関係者が
学校や地域の課題を共有し、その解決に向けて検討していくことは、子供たちに多様な学習
機会を創出するとともに、さらには、地域コミュニティの強化、ひいては、地域の振興・再
生へとつながっていくものである。

２　域内の学校施設の計画に関する留意事項

（公共施設等関係部局や地域住民との連携と情報の共有）

　地方公共団体においては、平成26 年４月に総務省の要請に基づき、域内のインフラ全体
における整備の基本的な方針として「公共施設等総合管理計画」を策定することとされてお
り、併せて、同計画との整合性を図りつつ、域内の学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）
を策定することが要請されている。1

　また、学校設置者は、学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）の策定を通じて、域内の
学校施設の老朽化等の状況を把握し、公共施設等関係部局と連携を深め、公共施設に係る情
報の共有を図ることが重要である。また、本報告で示している学校施設の複合化の基本的な
考え方や計画・設計上の留意事項等を公共施設等関係部局や地域住民等とともに十分把握し
た上で、学校施設と他の公共施設等との複合化という選択をすることが重要である。

＜検討体制の例＞
■ 教育委員会施設整備担当課、学校教育担当課、社会教育担当課、教育委員
■ 複合化する施設の関係部局
■ 財政部局、地域政策部局、まちづくり部局、建設部局、防災部局等の関係部局
■ 教職員、児童生徒、保護者、地域住民
■ 各分野の専門家（学校教育、建築、生涯学習、児童福祉、老人福祉など）

など
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３　個別の学校施設の複合化に関する留意事項

（１）施設計画・設計上の留意事項

（複合施設の基本的事項の検討）

　児童生徒数の将来の動向や教育方法等の変化等について予測・分析するとともに、地域特性、立
地条件、既存学校施設の活用等を踏まえ、施設の種類、規模、計画諸室、利用形態その他の基本的
な事項について基本構想及び基本計画の段階において十分かつ適切に検討することが重要である。

（適用法令と補助制度の把握）

　複合化する学校施設と他の公共施設等は、同一の法令でもそれぞれの施設で適用する基準が異な
る場合もあることから、法令の適用関係を確認した上で設計する必要がある2。例えば、建築基準法
や消防法等の適用する基準がそれぞれ異なる場合、共同利用部分について、より厳しい方に合わせて
設計することが重要である。
　また、学校施設はもとより、複合化する他の公共施設等の補助制度等の内容3を公共施設等関係
部局と連携し、把握しておくことが重要である。

（合意形成）

　学校施設が他の公共施設等と複合化するということは、互いに一定の敷地や空間等を相互利用・共
同利用するものであることから、その計画段階から、事前に各施設の関係者の十分な理解と合意を得
ておく必要がある。また、その具体的な計画立案に際しても、早い段階から教育委員会だけでなく、
公共施設等関係部局、学校関係者、地域住民やまちづくりに関するＮＰＯ法人等民間団体の関係者が、
問題意識を持って、自ら主体的にアイディアを出すことで合意形成に至るように進めることが重要である。

【さいたま市】学校施設を核とした複合化検討ワークショップ
　小学校の老朽化が進行する北校舎（築 56 年経過）の建替えを機に、周辺の公共施設と

の複合化を検討。施設計画の策定に当たっては、市民との協働によるワークショップを
実施するなど、合意形成を図りながら計画を推進した。

＜参　加　者＞ 22 名（公募市民、地区の市民、公共施設マネジメン
ト会議市民委員など）

＜プロセス＞

さいたま市公共施設マネジメント　http://www.city.saitama.jp/006/007/014/014/

市の取組の説明

意見交換

ミニワークショップ

2 学校施設及び学校施設と複合化が考えられる主な公共施設の関係法令等は「参考１：67ページ」が参考となる。
3 学校施設と他の公共施設との複合化に活用できる国庫補助等の内容は「参考２：81ページ」が参考となる。
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情報発信：ニュース発行、Facebook、パブコメ、パブリックミーティング、シンポジウム

基本
プログラム

タイトル
STEP1
目的確認

（キックオフ）

STEP2
先進事例の視察

（情報収集）

STEP３
対象施設での検討

（アイディアだし）

STEP４
計画案の
共有

内容
参加者の自己紹介
ワークショップ説明
ミニワークショップ
公共施設再編説明

内容
事例視察
イメージづくり
参加者交流
情報交換
意見交換

内容
対象施設視察
問題の共有
再編対象の共有
計画案の検討
計画案の提示

内容
計画案説明
計画案再検討
意見交換
（施設職員と）
感想発表
（今後のこと）

手法
アイスブレイク

手法
フィールドワーク
ロールプレイ

手法
フィールドワーク
シミュレーション
（デザインゲーム）

手法
ディブリー
フィング

第1回 第5回第2回　オプション 第3回　第4回
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（配置計画）

　複合化する学校施設と他の公共施設等におけるそれぞれの活動が相互に支障なく行われ、かつ、
施設間での相互利用・共同利用が円滑に行われるためには、複合化する各施設の専用部分及び共同
利用部分の配置計画を、その敷地条件、施設種類、施設規模、利用形態等に留意して適切に策定す
ることが重要である。

　特に、共同利用部分については、各施設の利用者が十分に利用できるよう、その空間構成、規模、
各専用部分との連絡等に配慮することが、専用部分については、他の施設との相互利用を考慮に入れ
た配置計画とすることが重要である。

　さらに、学校施設専用部分については、地域住民に開放する部分及び学校教育にのみ利用を限定
する部分の配置を、学校の教育活動への影響も考慮しながら適切に計画することが重要である。

（空間構成）

　複合施設においては、立体化等により空間構成が複雑となる結果、児童生徒が生活の場として快適
に過ごすことが難しくなったり、各施設のそれぞれの機能に支障がでたりする場合もある。このため、
複合化する各施設を施設ごとに一体として配置し、機能的にも分断されることのない空間構成とすると
ともに、特に学校施設については児童生徒がゆとりと潤いをもって学校生活を送ることができるように
計画することが重要である。

　そのため、各施設の専用部分は平面的かつ立体的にできるだけまとめて計画することが重要であり、
特に学校施設については、学校教育上、特に教室等の居室部分と運動場や屋外教育環境部分との一
体性を確保することが重要である。

　さらに、建物を高層化する場合は、屋外運動場等の屋外までの経路が長くなることも想定されるた
め、屋上や校舎内に十分な運動スペースを設けることや避難経路の確保等に留意し教育環境を損なわ
ない計画とすることが重要である。

（居室環境）

　複合施設においては、単独施設の場合よりも施設の規模が大きくなることが多く、室数や階数等も
増加する傾向がある。このため、施設設計自体が複雑なものとなり、教室その他の居室の居住性が
損なわれる場合もあり得る。したがって、成長過程にある児童生徒にとって良好な学習環境を保持す
るためには、各室の明るさや、温度、湿度、面積、形態、構造等に留意して整備することが重要である。

　また、各施設の諸活動に伴い発生する騒音、振動等が他の施設の機能に影響を及ぼすことがある。
このため、例えば、他の公共施設等の活動から発生する騒音等が学校の教育活動に影響を与えない
よう、また、逆に、学校施設の音楽室や運動場等から発生する騒音等が他の公共施設等の諸活動に
影響を与えないよう配慮して計画することが重要である。
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（２）施設管理上の留意事項
　複合施設においては、各施設間の相互利用・共同利用が活発となることから、施設ごとに利
用形態が多様化し、利用の長時間化等が進むこととなる。このため、学校の教職員をはじめと
する各施設の職員に過度の負担がかかることのないよう、施設計画の初期の段階から、施設管
理の責任について、各施設所管部局と調整して明確にした上で、利用内容に応じた総合的な施
設管理が可能な組織や運営方法を検討し整備していくことが重要である。

（各施設の利用条件や施設管理の役割分担等の明確化）

　複合化する各施設間の相互利用・共同利用を円滑に進めるためには、各施設の設置条例やそ
の施行規則等において、利用内容や利用条件に応じた規定を整備する必要がある。また、施設
ごとの管理の役割分担については、必要に応じて事務の委任等の手続きを行い、権限と責任の
所在を明確にしておくことが重要である。

（各施設間の連絡協議のための組織の設置）

　複合化する各施設の諸活動が相互に支障なく、かつ、円滑に実施されるためには、施設間の
相互利用・共同利用、利用時間帯の調整、共同利用部分の維持管理、共通事務の処理等について、
複合施設全体として十分な調整が行えるようにすることが重要である。このため、各施設の責
任者、実務担当者等から構成される連絡協議組織を設置し、定期的又は随時の情報・意見の交換、
連絡・協議等を行うことが重要である。
　また、各施設に共通する事務、具体的には施設・設備の維持保全、空気調和・電気その他の
機器設備の管理運転、家具、その他の物品管理、施設使用料の受入れ、施設の使用申込みの受
付や利用相談への対応等を一元的に処理することも有効である。

（施設利用者の意見の反映）

　学校施設と他の公共施設等との複合施設は、地域コミュニティの拠点となることが期待され
ていることから、各施設の利用条件等について利用者の意見を反映するなど、利用しやすいも
のとすることが重要である。

（各施設の専用部分や共同利用部分の管理区分の明確化）

　複合施設においては、複合化する学校施設とその他の公共施設等の専用部分、共同利用部分
の各施設間における管理区分を明らかにし、特に共同利用部分における管理責任の所在を明確
にしておくことが重要である。また、専用部分及び共同利用部分の管理区分については、面的
な区分だけではなく時間帯による区分も検討するとともに、屋外環境・屋外設備等についても
その管理区分を明確にしておくことが重要である。

（施設ごとの会計区分を踏まえた電気・ガスなど設備系統区分への配慮）

　複合施設においては、施設ごとに会計区分を明らかにし、かつ、光熱水等のエネルギーを効
率的に使用することが求められることから、電気、電話、ガス、上下水道等の使用量を施設ご
とに把握するとともに、空気調和、照明等の建築設備を区分別に運転できるようにしておくこ
と等が望ましい。このため、建築設備の設計に当たっては、以下の例を参考にするなど、経済
性も考慮しながら実施することも有効である。
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＜具体例＞
・各施設の専用部分及び共同利用部分について、それぞれ別々に配線、配管等の系統を設定する。
・電力量計、量水器、課金装置等の計量機器を系統ごとに設置する。

など

（施設管理業務の外部委託）

　複合化する各施設を効率的に管理するため、清掃、警備等の業務は、必要に応じて民間企業
等に委託することも考えられる。この場合においても、各施設の施設機能に支障が生じないよう、
各施設の関係者の意向を十分反映し、その利用形態に対応した内容の委託契約を締結すること
も有効である。

【10. 市川市立第七中学校】
複合施設（中学校・給食室・公民館・保育所・ケアハウス・老人デイサービスセンター）
を 2 つの PFI 事業※に分けて同時進行で進め、1 棟の施設とし整備

※ 2 つの PFI 事業…①中学校・給食室・公会堂・保育所整備 PFI 事業
　　　　　　　　②ケアハウス・老人デイサービスセンター整備 PFI 事業

◯ PFI 導入の主な目的と効果
・財政負担の軽減・平準化（市の想定より整備費を約 26％削減）

・地域の核となる施設として「ふれあい・交流」というコンセプトの実現を PFI 手法に
より民間事業者の創意工夫により実現。

・2 つの PFI 事業を同時進行し 1 棟の建物に整備することで、各施設整備により事業者
の資金やノウハウを生かし、運営や維持管理の質的な向上、施設整備費の低減やライ
フサイクルコストの縮減を実現。

◯ PFI 導入の課題等
・PFI 導入のための契約手続きの煩雑さやノウハウの不足等から、市主体の事業よりも

契約成立までに約 1 年長くかかった。

設備の整った文化ホールは、
文化祭や吹奏楽部発表会等でも利用

学校図書室は老人福祉施設入居者も利用
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（３）安全性の確保のための留意事項
（事故防止）

　複合施設においては、共同利用部分はもちろん、専用部分についても相互利用により児童生徒、
地域住民等の多様な人々が利用することとなるため、建物の各部の設計に当たっては、細部に
至るまで、事故の発生の防止等、その利用形態に対応した安全性を確保することが重要である。
＜具体例＞
・車の出入りが多い場合、児童生徒と車が接触しないように、人と車の敷地内への出入口を離
して設けたり、動線が重ならないように計画する。

・老人デイサービスセンターのような、車での送迎がある施設は、利用者の送迎時間と児童生
徒の登下校時間をずらすように調整する。

・建物内での児童生徒と地域住民の利用動線が交わる場合には、衝突事故防止のための標識を
設ける。

など

（防犯機能の確保）

　複合化する学校施設と他の公共施設等とは、利用者、利用方法、利用時間帯等の利用形態が
それぞれ異なることから、防犯上の様々な配慮が必要とされる。特に、外部からの来訪者を確
認できるよう、敷地内や建物内、外部からの見通しを確保し、死角となる場所がなくなるよう
視認性を確保するとともに、敷地や建物など、どの範囲をどう守るのかという領域性に留意し
た施設計画とすることが重要である。
＜具体例＞
・施設の出入口の周辺に受付やモニターテレビ等を設け外来者等の出入りが把握できるように
する。

・機械設備による防犯システムを導入し、窓等の状態監視・施錠管理等を適切に行う。
・エレベータの扉にガラス窓を設け密閉性を排除する。

など

小学校のテラスと図書館の入口が近接する２階には
警備員が常駐（志木市立志木小学校）

指定管理者が常駐する受付を設置
（かほく市立宇ノ気中学校）
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（防災機能の確保）

　複合施設は、児童生徒、地域住民等による多様な利用に供するだけでなく、まとまった敷地
と多人数を収容できる建物空間を持つ等の理由により、地域の避難所としての役割を担うこと
が多い。このため、地震、火災、風水害等の災害に対して十分な安全性を確保できるよう設計
することが重要である。
＜具体例＞
・防災監視システムの導入等の検討。
・家具等の転倒防止や非構造部材の耐震対策による落下物の防止。

など

（総合的な防犯・防災対策の確立）

　複合施設は、施設ごとに設置目的や利用者、利用方法、利用時間帯等の利用形態が異なるた
め、複合施設全体の防犯体制の確立、地震、火災その他の災害時の対応などに総合的な観点か
ら一層配慮することが必要である。具体的には、各施設からの避難のための動線の明示、また、
複合施設全体としての災害時の避難計画その他の防災計画の策定や共同防災訓練の実施等が重
要である。
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　国は、設置者による学校施設の複合化の取組が、学習環境の向上はもとより、地域コミュニティ
の強化、さらには地域の振興・再生にも資するよう、以下の方策を講じることにより支援して
いくことが必要である。

（１）学校施設整備指針における学校施設の複合化関連規定の充実
　文部科学省は、学校施設の計画・設計上の留意事項を示した学校施設整備指針を学校種ごと
に策定し、地方公共団体等の学校設置者に示している。本報告を踏まえ、学校施設整備指針に
おける学校施設の複合化に係る規定を充実させる必要がある。

（２）関係府省との連携による本報告の公共施設等関係部局への周知
　文部科学省は、地方公共団体における学校施設の複合化の実施に当たり、教育委員会内だけ
ではなく、公共施設等関係部局と連携した上で、本報告で示した学校施設の複合化に関する基
本的な考え方等に留意して進めていくことが重要であることから、公共施設を所管する関係府
省と連携して、本報告の周知を図っていく必要がある。

（３）既存学校施設を活用した複合化に係る財産処分手続の簡素化
　文部科学省は、設置者による既存学校施設を活用した複合化を支援する観点から、余裕教室
を放課後児童クラブなどに転用する場合の財産処分手続について、簡素化を図っていく必要が
ある。

（４）学校施設の複合化に資する計画・設計プロセス構築の支援
　文部科学省は、設置者による学校施設の複合化のための基本計画の策定などにおいて、教職員、
保護者、地域住民等の関係者が参画した委員会やワークショップ等を設置し、必要に応じて教
育や建築の有識者の協力を得ながら、関係者との合意形成を図っていく施設の計画・設計プロ
セスの構築に資する取組について支援する必要がある。

（５）学校施設の複合化の好事例の普及啓発
　文部科学省は、学校施設と複合化する公共施設の種類に応じて、学習環境の向上や地域コミュ
ニティの強化に寄与した施設の設計・計画及び施設管理に関する好事例を収集し、研修会等を
通じて設置者等に対し広く普及啓発を図っていく必要がある。また、好事例の表彰など、地域
に根ざした高機能で多機能な学校施設づくりの機運を高めるための取組を行うことも必要であ
る。

 第3章  国による支援策 
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　学校施設
■学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄）
第２条　学校は、国（国立大学法人法（平成１５年法

律第１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人

及び独立行政法人国立高等専門学校機構を含む。

以下同じ。）、地方公共団体（地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第６８条第１項に規定す

る公立大学法人を含む。次項において同じ。）及び

私立学校法第３条に規定する学校法人（以下学校

法人と称する。）のみが、これを設置することができる。

２　（略）

第５条　学校の設置者は、その設置する学校を管理し、

法令に特別の定のある場合を除いては、その学校の

経費を負担する。

第２９条　小学校は、心身の発達に応じて、義務教育

として行われる普通教育のうち基礎的なものを施すこ

とを目的とする。

第３８条　市町村は、その区域内にある学齢児童を就

学させるに必要な小学校を設置しなければならない。

第４５条　中学校は、小学校における教育の基礎の上

に、心身の発達に応じて、義務教育として行われる

普通教育を施すことを目的とする。

第４９条　第３０条第２項、第３１条、第３４条、第３５

条及び第３７条から第４４条までの規定は、中学校に

準用する。（以下略）

第１３７条　学校教育上支障のない限り、学校には、

社会教育に関する施設を附置し、又は学校の施設

を社会教育その他公共のために、利用させることが

できる。

■地方教育行政の組織及び運営に関する法律

　（教育委員会の職務権限）

第２１条　教育委員会は、当該地方公共団体が処理

する教育に関する事務で、次に掲げるものを管理し、

及び執行する。

一　教育委員会の所管に属する第３０条に規定する

学校その他の教育機関（以下「学校その他の教

育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関す

ること。

二　教育委員会の所管に属する学校その他の教育

機関の用に供する財産（以下「教育財産」という。）

の管理に関すること。

三～六　（略）

七　校舎その他の施設及び教具その他の設備の整

備に関すること。

八～十九　（略）

　図書館　博物館　公民館
■社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）（抄）
　（図書館及び博物館）

第９条　図書館及び博物館は、社会教育のための機

関とする。

２　図書館及び博物館に関し必要な事項は、別に法律

をもつて定める。

　（目的）

第２０条　公民館は、市町村その他一定区域内の住

民のために、実際生活に即する教育、学術及び文

化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養

の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文

化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的と

する。

　（公民館の設置者）

第２１条　公民館は、市町村が設置する。

２　前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置

学校施設及び学校施設と複合化が考えられる主な公共施設の関係法令等
公共施設の目的や設置等について規定する法律の条文
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を目的とする一般社団法人又は一般財団法人（以

下この章において「法人」という。）でなければ設置

することができない。

３　公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館

に分館を設けることができる。

　図書館
■図書館法（昭和２５年法律第１１８号）（抄）
　（定義）

第２条　この法律において「図書館」とは、図書、記

録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、

一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レク

リエーシヨン等に資することを目的とする施設で、地方

公共団体、日本赤十字社又は一般社団法人若しくは

一般財団法人が設置するもの（学校に附属する図書

館又は図書室を除く。）をいう。

２　前項の図書館のうち、地方公共団体の設置する図

書館を公立図書館といい、日本赤十字社又は一般

社団法人若しくは一般財団法人の設置する図書館を

私立図書館という。

　（設置）

第１０条　公立図書館の設置に関する事項は、当該図

書館を設置する地方公共団体の条例で定めなければ

ならない。

　博物館
■博物館法（昭和２６年法律第２８５号）（抄）
　（定義）

第２条　この法律において「博物館」とは、歴史、芸

術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集

し、保管（育成を含む。以下同じ。）し、展示して

教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その教

養、調査研究、レクリエーション等に資するために必

要な事業を行い、あわせてこれらの資料に関する調

査研究をすることを目的とする機関（社会教育法によ

る公民館及び図書館法（昭和２５年法律第１１８号）

による図書館を除く。）のうち、地方公共団体、一般

社団法人若しくは一般財団法人、宗教法人又は政

令で定めるその他の法人（独立行政法人（独立行

政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第

１項に規定する独立行政法人をいう。第２９条におい

て同じ。）を除く。）が設置するもので次章の規定によ

る登録を受けたものをいう。

２　この法律において、「公立博物館」とは、地方公

共団体の設置する博物館をいい、「私立博物館」と

は、一般社団法人若しくは一般財団法人、宗教法

人又は前項の政令で定める法人の設置する博物館を

いう。

３　（略）

　（設置）

第１８条　公立博物館の設置に関する事項は、当該博

物館を設置する地方公共団体の条例で定めなければ

ならない。

　劇場　音楽堂
■劇場、音楽堂等の活性化に関する法律
　（平成２４年法律第４９号）（抄）
　（定義）

第２条　この法律において「劇場、音楽堂等」とは、

文化芸術に関する活動を行うための施設及びその施

設の運営に係る人的体制により構成されるもののうち、

その有する創意と知見をもって実演芸術の公演を企

画し、又は行うこと等により、これを一般公衆に鑑賞

させることを目的とするもの（他の施設と一体的に設

置されている場合を含み、風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律 （昭和２３年法律第１２２

号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第

５項に規定する性風俗関連特殊営業を行うものを除

く。）をいう。 

２　（略）

　（劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者の役割）

第４条　劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者は、

劇場、音楽堂等の事業（前条に規定する劇場、音

楽堂等の事業をいう。以下同じ。）を、それぞれその

実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に行うことを通

じて、実演芸術の水準の向上等に積極的な役割を

果たすよう努めるものとする。
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　スポーツ施設
■スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）（抄）
　（スポーツ施設の整備等）

第１２条　国及び地方公共団体は、国民が身近にス

ポーツに親しむことができるようにするとともに、競技水

準の向上を図ることができるよう、スポーツ施設（スポー

ツの設備を含む。以下同じ。）の整備、利用者の需

要に応じたスポーツ施設の運用の改善、スポーツ施設

への指導者等の配置その他の必要な施策を講ずるよ

う努めなければならない。

２　前項の規定によりスポーツ施設を整備するに当たっ

ては、当該スポーツ施設の利用の実態等に応じて、

安全の確保を図るとともに、障害者等の利便性の向

上を図るよう努めるものとする。

　保育所　児童館　放課後児童クラブ
■児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抄）
第６条の３　（略）

２　この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小

学校に就学している児童であつて、その保護者が労

働等により昼間家庭にいないものに、授業の終了後

に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及

び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業を

いう。

３～５　（略）

６　この法律で、地域子育て支援拠点事業とは、厚生

労働省令で定めるところにより、乳児又は幼児及びそ

の保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て

についての相談、情報の提供、助言その他の援助

を行う事業をいう。

７　この法律で、一時預かり事業とは、家庭において

保育（養護及び教育（第３９条の２第１項に規定す

る満三歳児以上の幼児に対する教育を除く。）を行う

ことをいう。以下同じ。）を受けることが一時的に困難

となつた乳児又は幼児について、厚生労働省令で

定めるところにより、主として昼間において、保育所、

認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年

法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第

２条第６項に規定する認定こども園をいい、保育所

であるものを除く。第２４条第２項を除き、以下同じ。）

その他の場所において、一時的に預かり、必要な保

護を行う事業をいう。

８　（略）

９　この法律で、家庭的保育事業とは、次に掲げる事

業をいう。 

一　子ども・子育て支援法 （平成２４年法律第６５号）

第１９条第１項第二号の内閣府令で定める事由に

より家庭において必要な保育を受けることが困難で

ある乳児又は幼児（以下「保育を必要とする乳

児・幼児」という。）であつて満三歳未満のものに

ついて、家庭的保育者（市町村長（特別区の区

長を含む。以下同じ。）が行う研修を修了した保育

士その他の厚生労働省令で定める者であつて、当

該保育を必要とする乳児・幼児の保育を行う者とし

て市町村長が適当と認めるものをいう。以下同じ。）

の居宅その他の場所（当該保育を必要とする乳児・

幼児の居宅を除く。）において、家庭的保育者に

よる保育を行う事業（利用定員が五人以下である

ものに限る。次号において同じ。） 

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の

状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要

と認められる児童であつて満三歳以上のものにつ

いて、家庭的保育者の居宅その他の場所（当該

保育が必要と認められる児童の居宅を除く。）にお

いて、家庭的保育者による保育を行う事業

１０　この法律で、小規模保育事業とは、次に掲げる

事業をいう。 

一　保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未

満のものについて、当該保育を必要とする乳児・

幼児を保育することを目的とする施設（利用定員が

六人以上十九人以下であるものに限る。）において、

保育を行う事業 

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の

状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要

と認められる児童であつて満三歳以上のものにつ

いて、前号に規定する施設において、保育を行う

事業 

１１　（略）

１２　この法律で、事業所内保育事業とは、次に掲げ

る事業をいう。 

一　保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未

満のものについて、次に掲げる施設において、保
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育を行う事業

イ　事業主がその雇用する労働者の監護する乳児若

しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保育す

るために自ら設置する施設又は事業主から委託を

受けて当該事業主が雇用する労働者の監護する

乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児

の保育を実施する施設

ロ　事業主団体がその構成員である事業主の雇用す

る労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他

の乳児若しくは幼児を保育するために自ら設置する

施設又は事業主団体から委託を受けてその構成員

である事業主の雇用する労働者の監護する乳児若

しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児の保育

を実施する施設

ハ　地方公務員等共済組合法 （昭和３７年法律第

１５２号）の規定に基づく共済組合その他の厚生

労働省令で定める組合（以下ハにおいて「共済

組合等」という。）が当該共済組合等の構成員

として厚生労働省令で定める者（以下ハにおいて

「共済組合等の構成員」という。）の監護する乳

児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保

育するために自ら設置する施設又は共済組合等か

ら委託を受けて当該共済組合等の構成員の監護

する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼

児の保育を実施する施設

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の

状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要

と認められる児童であつて満三歳以上のものにつ

いて、前号に規定する施設において、保育を行う

事業 

１３～１４　（略）

第７条　この法律で、児童福祉施設とは、助産施設、

乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携

型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、

障害児入所施設、児童発達支援センター、情緒障

害児短期治療施設、児童自立支援施設及び児童家

庭支援センターとする。

２　（略）

第３４条の８　市町村は、放課後児童健全育成事業を

行うことができる。 

２　国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働

省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省

令で定める事項を市町村長に届け出て、放課後児

童健全育成事業を行うことができる。 

３～４　（略） 

第３４条の８の２　市町村は、放課後児童健全育成事

業の設備及び運営について、条例で基準を定めなけ

ればならない。この場合において、その基準は、児

童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必

要な水準を確保するものでなければならない。 

２　市町村が前項の条例を定めるに当たつては、放課

後児童健全育成事業に従事する者及びその員数に

ついては厚生労働省令で定める基準に従い定めるも

のとし、その他の事項については厚生労働省令で定

める基準を参酌するものとする。 

３　放課後児童健全育成事業を行う者は、第１項の基

準を遵守しなければならない。 

第３４条の１５　市町村は、家庭的保育事業等を行うこ

とができる。 

２　国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働

省令の定めるところにより、市町村長の認可を得て、

家庭的保育事業等を行うことができる。 

３～７　（略）　 

第３４条の１６　市町村は、家庭的保育事業等の設備

及び運営について、条例で基準を定めなければなら

ない。この場合において、その基準は、児童の身体

的、精神的及び社会的な発達のために必要な保育

の水準を確保するものでなければならない。 

２　市町村が前項の条例を定めるに当たつては、次に

掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に

従い定めるものとし、その他の事項については厚生労

働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一　家庭的保育事業等に従事する者及びその員数 

二　家庭的保育事業等の運営に関する事項であつ

て、児童の適切な処遇の確保及び秘密の保持並

びに児童の健全な発達に密接に関連するものとし

て厚生労働省令で定めるもの 

３　家庭的保育事業等を行う者は、第１項の基準を遵

守しなければならない。 
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第３５条　国は、政令の定めるところにより、児童福祉

施設（助産施設、母子生活支援施設保育所、及

び幼保連携型認定こども園を除く。）を設置するものと

する。

２　都道府県は、政令の定めるところにより、児童福祉

施設（幼保連携型認定こども園を除く。以下この条、

（中略）において同じ。）を設置しなければならない。

３　市町村は、厚生労働省令の定めるところにより、あ

らかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知

事に届け出て、児童福祉施設を設置することができ

る。

４　国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働

省令の定めるところにより、都道府県知事の認可を得

て、児童福祉施設を設置することができる。

第３９条　保育所は、保育を必要とするその乳児・幼

児を日々保護者の下から通わせて保育することを目的

とする施設（利用定員が 20 人以上である者に限り、

幼保連携型認定こども園を除く。）とする。

２　保育所は、前項の規定にかかわらず、特に必要が

あるときは、日日保護者の委託を受けて、保育を必要

とするその他の児童を日々保護者の下から通わせて

保育することができる。

第４０条　児童厚生施設は、児童遊園、児童館等児

童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は

情操をゆたかにすることを目的とする施設とする。

　老人デイサービスセンター
■老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）（抄）
第５条の３　この法律において、「老人福祉施設」とは、

老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養

護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

老人福祉センター及び老人介護支援センターをいう。

　（施設の設置）

第１５条　都道府県は、老人福祉施設を設置すること

ができる。

２　国及び都道府県以外の者は、厚生労働省令の定

めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定める

事項を都道府県知事に届け出て、老人デイサービス

センター、老人短期入所施設又は老人介護支援セン

ターを設置することができる。

３　市町村及び地方独立行政法人（地方独立行政法

人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規

定する地方独立行政法人をいう。第１６条第２項にお

いて同じ。）は、厚生労働省令の定めるところにより、

あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県

知事に届け出て、養護老人ホーム又は特別養護老

人ホームを設置することができる。

４　社会福祉法人は、厚生労働省令の定めるところに

より、都道府県知事の認可を受けて、養護老人ホー

ム又は特別養護老人ホームを設置することができる。

５　国及び都道府県以外の者は、社会福祉法の定め

るところにより、軽費老人ホーム又は老人福祉センター

を設置することができる。

６　（略）

　（老人デイサービスセンター）

第２０条の２の２　老人デイサービスセンターは、第１０条

の４第１項第二号の措置に係る者又は介護保険法の

規定による通所介護に係る居宅介護サービス費、認

知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービ

ス費、介護予防通所介護に係る介護予防サービス費

若しくは介護予防認知症対応型通所介護に係る地域

密着型介護予防サービス費の支給に係る者その他の

政令で定める者（その者を現に養護する者を含む。）

を通わせ、第５条の２第３項の厚生労働省令で定め

る便宜を供与することを目的とする施設とする。

　（特別養護老人ホーム）

第２０条の５　特別養護老人ホームは、第１１条第１項

第二号の措置に係る者又は介護保険法の規定による

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係

る地域密着型介護サービス費若しくは介護福祉施設

サービスに係る施設介護サービス費の支給に係る者そ

の他の政令で定める者を入所させ、養護することを目

的とする施設とする。

　身体障害者福祉センター
■身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）（抄）
　（施設）
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第５条　この法律において、「身体障害者社会参加支

援施設」とは、身体障害者福祉センター、補装具製

作施設、盲導犬訓練施設及び視聴覚障害者情報

提供施設をいう。

２　（略）

　（施設の設置等）

第２８条　都道府県は、身体障害者社会参加支援施

設を設置することができる。

２　市町村は、あらかじめ厚生労働省令で定める事項

を都道府県知事に届け出て、身体障害者社会参加

支援施設を設置することができる。

３　社会福祉法人その他の者は、社会福祉法の定める

ところにより、身体障害者社会参加支援施設を設置

することができる。

４　身体障害者社会参加支援施設には、身体障害者

の社会参加の支援の事務に従事する者の養成施設

（以下「養成施設」という。）を附置することができ

る。ただし、市町村がこれを附置する場合には、あら

かじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事

に届け出なければならない。

５　（略）

　（身体障害者福祉センター）

第３１条　身体障害者福祉センターは、無料又は低額

な料金で、身体障害者に関する各種の相談に応じ、

身体障害者に対し、機能訓練、教養の向上、社会

との交流の促進及びレクリエーションのための便宜を

総合的に供与する施設とする。

　その他
■地方自治法（昭和２２年法律第６７号）（抄）
第４条　地方公共団体は、その事務所の位置を定め

又はこれを変更しようとするときは、条例でこれを定め

なければならない。

２　前項の事務所の位置を定め又はこれを変更するに

当つては、住民の利用に最も便利であるように、交

通の事情、他の官公署との関係等について適当な

考慮を払わなければならない。

３　第１項の条例を制定し又は改廃しようとするときは、

当該地方公共団体の議会において出席議員の三分

の二以上の者の同意がなければならない。

第１５５条　普通地方公共団体の長は、その権限に属

する事務を分掌させるため、条例で、必要な地に、

都道府県にあつては支庁（道にあつては支庁出張所

を含む。以下これに同じ。）及び地方事務所、市町

村にあつては支所又は出張所を設けることができる。

２　支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所

の位置、名称及び所管区域は、条例でこれを定めな

ければならない。

３　第４条第２項の規定は、前項の支庁若しくは地方

事務所又は支所若しくは出張所の位置及び所管区

域にこれを準用する。

　（公有財産の範囲及び分類）

第２３８条　この法律において「公有財産」とは、普

通地方公共団体の所有に属する財産のうち次に掲げ

るもの（基金に属するものを除く。）をいう。

一　不動産

二～八　（略）

２　（略）

３　公有財産は、これを行政財産と普通財産とに分類

する。

４　行政財産とは、普通地方公共団体において公用又

は公共用に供し、又は供することと決定した財産をい

い、普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財

産をいう。

　（行政財産の管理及び処分）

第２３８条の４　行政財産は、次項から第４項までに定

めるものを除くほか、これを貸し付け、交換し、売り

払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又

はこれに私権を設定することができない。

２　行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は

目的を妨げない限度において、貸し付け、又は私権

を設定することができる。 

一　当該普通地方公共団体以外の者が行政財産で

ある土地の上に政令で定める堅固な建物その他の

土地に定着する工作物であつて当該行政財産であ

る土地の供用の目的を効果的に達成することに資

すると認められるものを所有し、又は所有しようとす

る場合（当該普通地方公共団体と一棟の建物を
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区分して所有する場合を除く。）において、その者

（当該行政財産を管理する普通地方公共団体が

当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で

適当と認める者に限る。）に当該土地を貸し付ける

とき。 

二　普通地方公共団体が国、他の地方公共団体又

は政令で定める法人と行政財産である土地の上に

一棟の建物を区分して所有するためその者に当該

土地を貸し付ける場合 

三　普通地方公共団体が行政財産である土地及び

その隣接地の上に当該普通地方公共団体以外の

者と一棟の建物を区分して所有するためその者（当

該建物のうち行政財産である部分を管理する普通

地方公共団体が当該行政財産の適正な方法によ

る管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該

土地を貸し付ける場合 

四　行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯

施設並びにこれらの敷地（以下この号において「庁

舎等」という。）についてその床面積又は敷地に

余裕がある場合として政令で定める場合において、

当該普通地方公共団体以外の者（当該庁舎等を

管理する普通地方公共団体が当該庁舎等の適正

な方法による管理を行う上で適当と認める者に限

る。）に当該余裕がある部分を貸し付けるとき（前

三号に掲げる場合に該当する場合を除く。）。 

五　行政財産である土地を国、他の地方公共団体

又は政令で定める法人の経営する鉄道、道路その

他政令で定める施設の用に供する場合において、

その者のために当該土地に地上権を設定するとき。 

六　行政財産である土地を国、他の地方公共団体

又は政令で定める法人の使用する電線路その他政

令で定める施設の用に供する場合において、その

者のために当該土地に地役権を設定するとき。 

３　前項第二号に掲げる場合において、当該行政財産

である土地の貸付けを受けた者が当該土地の上に所

有する一棟の建物の一部（以下この項及び次項にお

いて「特定施設」という。）を当該普通地方公共団

体以外の者に譲渡しようとするときは、当該特定施設

を譲り受けようとする者（当該行政財産を管理する普

通地方公共団体が当該行政財産の適正な方法によ

る管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土

地を貸し付けることができる。 

４　前項の規定は、同項（この項において準用する場

合を含む。）の規定により行政財産である土地の貸付

けを受けた者が当該特定施設を譲渡しようとする場合

について準用する。 

５　（略） 

６　第一項の規定に違反する行為は、これを無効とす

る。 

７　行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度に

おいてその使用を許可することができる。 

８　前項の規定による許可を受けてする行政財産の使

用については、借地借家法（平成３年法律第９０号）

の規定は、これを適用しない。 

９　（略）

　（公の施設）

第２４４条　普通地方公共団体は、住民の福祉を増進

する目的をもつてその利用に供するための施設（これ

を公の施設という。）を設けるものとする。

２　普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定

管理者を含む。次項において同じ。）は、正当な理

由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒ん

ではならない。

３　普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用する

ことについて、不当な差別的取扱いをしてはならない。

　（公の施設の設置、管理及び廃止）

第２４４条の２　普通地方公共団体は、法律又はこれ

に基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、公

の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。

２　（略）

３　普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を

効果的に達成するため必要があると認めるときは、条

例の定めるところにより、法人その他の団体であつて

当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条

及び第２４４条の４において「指定管理者」という。）に、

当該公の施設の管理を行わせることができる。

４　前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指

定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他

必要な事項を定めるものとする。

５　指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとす

る。
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６　普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしよう

とするときは、あらかじめ、当該普通地方公共団体の

議会の議決を経なければならない。

７　指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公

の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、当

該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しな

ければならない。

８　普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定

管理者にその管理する公の施設の利用に係る料金

（次項において「利用料金」という。）を当該指定

管理者の収入として収受させることができる。

９　前項の場合における利用料金は、公益上必要があ

ると認める場合を除くほか、条例の定めるところによ

り、指定管理者が定めるものとする。この場合におい

て、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金につい

て当該普通地方公共団体の承認を受けなければなら

ない。

１０　普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管

理者の管理する公の施設の管理の適正を期するた

め、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経

理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、

又は必要な指示をすることができる。

１１　普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指

示に従わないときその他当該指定管理者による管理

を継続することが適当でないと認めるときは、その指定

を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又

は一部の停止を命ずることができる。 

・小学校設置基準（平成１４年文部科学省令第１４号）

http ://www.mext . go . j p/a_menu/shotou/
koukijyun/1290242.htm

・中学校設置基準（平成１４年文部科学省令第１５号）
　http ://www.mext .go . jp/a_menu/shotou/

koukijyun/1290243.htm
・図書館の設置及び運営上の望ましい基準（平成２４

年文部科学省告示第１７２号）
h t t p : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / 0 1 _
l/08052911/1282451.htm

・公民館の設置及び運営に関する基準（平成１５年文
部科学省告示第１１２号）

　http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/
k19591228001/k19591228001.html

・博物館の設置及び運営上の望ましい基準
　（平成２３年文部科学省告示第１６５号）
　 h t t p : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / 0 1 _

l/08052911/1282457.htm
・プールの安全標準指針（平成１９年文部科学省・国

土交通省）
　http ://www.mext .go . jp/a_menu/spor ts/

boushi/1306538.htm
・放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）
　http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-

1 1 9 0 0 0 0 0 - K o y o u k i n t o u j i d o u k a t e i k y o
ku/0000046169.pdf

・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和
２３年厚生労働省令第６３号）

　ht t p : / / l aw . e - g o v . g o . j p / h tm l d a t a /S23/
S23F03601000063.html

・特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
（平成１１年厚生労働省令第４６号）

　ht tp : / / l aw . e - g o v . g o . j p /h tm l d a t a /H11/
H11F03601000046.html

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に
関する基準（平成１１年厚生労働省令第３７号）

　ht tp : / / l aw . e - g o v . g o . j p /h tm l d a t a /H11/
H11F03601000037.html

施設の設置基準等
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・身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に関
する基準（平成１５年厚生労働省令第２１号）

　ht tp : / / l aw . e - g o v . g o . j p /h tm l d a t a /H15/
H15F19001000021.html

＜国等＞

・「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を

実現する教育の在り方について（第６次提言）（平
成 27 年３月４日教育再生実行会議）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/
pdf/dai6_1.pdf

・これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う
教育、教師の在り方について（第７次提言）（平成
27 年５月 14日　教育再生実行会議）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/
pdf/dai7_1.pdf

・公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関
する手引～少子化に対応した活力ある学校づくりに向
けて～（平成 27 年１月 27日文部科学省）
h t t p : / / w w w . m e x t . g o . j p / c o m p o n e n t / a _
menu/education/micro_detail/__icsFiles/
afieldfile/2015/07/24/1354768_1.pdf

・経済財政運営と改革の基本方針 2015（平成 27 年６
月 30日閣議決定）
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/
cabinet/2015/2015_basicpolicies_ja.pdf

・まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 26 年 12 月
27日閣議決定）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/info/
pdf/20150630siryou3.pdf

・インフラ長寿命化基本計画（平成 25 年 11 月インフラ
老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議）
http://www.mlit.go.jp/common/001040309.pdf

・公共施設等総合管理計画の策定要請（平成 26 年４
月 22日総務省報道発表資料）
h t t p : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _
content/000286228.pdf

・文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）（平
成 27 年３月文部科学省）
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/03/__
icsFiles/afieldfile/2015/03/31/1356260_2_1.pdf

・学校施設の老朽化対策について～学校施設における
長寿命化の推進～（平成 25 年３月　学校施設の
在り方に関する調査研究協力者会議）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/013/toushin/1331925.htm

参考とした提言や調査報告等
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・学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（平成 27

年４月文部科学省）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/036/toushin/1356229.htm

・学校施設の長寿命化改修の手引（平成 26 年１月文
部科学省）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/027/toushin/1343009.htm

・「放課後子ども総合プラン」について（26 文科生第

277 号雇児発 0731 第４号平成 26 年７月 31日）
http://manabi-mirai.mext.go.jp/assets/files/H26_
houkago_plan/houkago_plan_tuti.pdf

・子供と地域を元気にする余裕教室の活用（平成 26
年８月文部科学省大臣官房文教施設企画部施設助
成課）
h t t p : / / w w w . m e x t . g o . j p / c o m p o n e n t /
a _m e n u / e d u c a t i o n / d e t a i l / _ _ i c sF i l e s /
afieldfile/2014/08/12/1286105_5.pdf

・教育方法等の多様化に対応する学校施設の在り方に

ついて（昭和 63 年３月教育方法等の多様化に対応
する学校施設の在り方に関する調査研究会議）
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/
t19880322001/t19880322001.html

・文教施設のインテリジェント化について -21 世紀に向け
た新たな学習環境の創造 -（平成２年３月文教施設
のインテリジェント化に関する調査研究協力者会議）

・学校施設の複合化について（平成３年２月学校施設

の複合化に関する調査研究協力者会議）
・学校開放のための施設・環境づくり（平成７年 10 月

文部省）
・複合化及び高層化に伴う学校施設の計画・設計上の

配慮について（平成９年 10月文部省大臣官房文教
施設部指導課）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/002/toushin/011001.htm

・高齢者との連携を進める学校施設の整備について～
世代を越えたコミュニティーの拠点づくりを目指して～

（平成 11 年６月文部省大臣官房文教施設部指導
課）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shougai/004/gaiyou/990701.htm

・学校施設の防犯対策について（平成 14 年 11 月学

校施設の安全管理に関する調査研究協力者会議）

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/005/toushin/021101.htm

・複合化公立学校施設ＰＦＩ事業のための手引書（平
成 16 年３月文部科学省）
http ://www.mext . go . j p/a_menu/shotou/
zyosei/04073001/all.pdf

・小中一貫教育に適した学校施設の在り方について～

子供たちの９年間の学びを支える施設環境の充実に
向けて～平成 27 年７月学校施設の在り方に関する
調査研究協力者会議）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/013/toushin/1360202.htm

・災害に強い学校施設の在り方について～津波対策及
び避難所としての防災機能の強化～（平成 26 年３
月学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/013/toushin/1344800.htm

・学校施設の防災機能に関する実態調査の結果につい

て（平成 26 年 10 月３日　国立教育政策研究所報
道発表資料）
h t t p : / / w w w . n i e r . g o . j p / s h i s e t s u / p d f /
bousaikinou2014.pdf

・公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について
（平成 27 年６月２日　文部科学省報道発表資料）
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/06/
attach/1358429.htm

＜地方公共団体等＞

・さいたま市公共施設マネジメント計画【方針編】（平成

24 年６月　さいたま市）
h t t p : / / w w w . c i t y . s a i t a m a .
jp/006/007/014/014/002/p018371_d/fil/plan_
all.pdf

・さいたま市公共施設再編　検討の進め方手引き
〈Ver.2〉～学校を核とした複合施設のデザインワー
クショップを例として～（平成 26 年３月　さいたま市）
h t t p : / / w w w . c i t y . s a i t a m a .
jp/006/007/014/014/005/p031209_d/fil/WS-
tebiki_ver2.pdf

・習志野市公共施設再生計画基本方針（平成 24 年５

月　習志野市）
h t t p s : / / w w w . c i t y . n a r a s h i n o . l g . j p /
matidukurisanka/koukyou_saisei/koremade/
kanrenshiryou/saiseikeikakukihonhousin.files/
saiseikeikakukihonhousinzenbun.pdf
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saiseikeikakukihonhousinzenbun.pdf
・習志野市学校施設再生計画策定に関する提言書（平

成 25 年９月　習志野市学校施設再生計画検討専
門委員会）
https://www.city.narashino.lg.jp/kyoiku/soshiki/
gakkokyoiku/gakkosaisei.files/teigennsyo.pdf

・秦野市義務教育施設と地域施設の複合化事業の概要
（平成 25 年 12月　秦野市）
https://www.city.hadano.kanagawa.jp/saihaichi/
documents/taiwahoukokusyo.pdf

・空き教室等を活用した子どもルームの整備に係る協定書
（平成 22 年３月 15日　千葉市）

・決議・特別提言・重点提言・提言（平成 27 年６月
10日第 85 回全国市長会議決定）

＜大学等＞

・公立小・中学校と地域公共施設の複合化事例におけ
る建築計画と管理・運営の実態（日本建築学会計
画系論文集第 493 号平成９年３月上野淳、本野純）

・生涯学習活動拠点としての公立小・中学校における
機能複合化に関する基礎的研究（平成 12 年齋尾
直子）
http://tdl.libra.titech.ac.jp/hkshi/recordID/
dissertation.bib/1000384249?caller=xc-search

・都内公立小中学校と地域公共施設との複合化事例に
おける管理・運営の実態と管理者の意識について（日
本建築学会技術報告集第 24 号平成 18 年 12月齋
藤潔、上野淳ほか）

・東京都における公立小中学校と地域公共施設との複
合化事例における建築概要に関する実態調査（日本
建築学会技術報告集第 24 号平成 18 年 12月齋藤
潔、上野淳）

・学校建築を活かす～学校の再生・改修マニュアル～
（平成 19 年８月　首都大学東京２１世紀ＣＯＥプログ
ラム　学校再生プロジェクトチーム　上野淳、倉斗綾
子　他）

・EYE-span vol.14 学校の複合化（平成 10 年８月教
育環境研究所　長澤悟）

・自治体公共施設の有効活用（平成 21 年５月　PHP
総合研究所「自治体公共施設の有効活用」研究会）
http://research.php.co.jp/research/local_
governance/policy/data/seisaku_teigen_0905.pdf

・複合化における学校建築の可能性（倉斗綾子

千葉工業大学工学部デザイン科学科））

http://www.city.chiba.jp/zaiseikyoku/shisan/
shisan/documents/siryou-3.pdf

＜当部会資料＞

・学校施設と他の公共施設等との複合化に関する提案
（平成 26 年８月 20日第１回部会資料　望月伸一）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2014/08/25/1351336_3.pdf

・人口減少社会、少子化の中での公立学校について（平
成 26 年８月 20日第１回部会資料　葉養正明）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2014/08/25/1351336_4.pdf

・我が国の超高齢者社会（平成 26 年８月 20日第１回
部会資料　山崎敏）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2014/08/25/1351336_5.pdf

・秦野市立西中学校等複合施設整備運営事業（平成
26 年 11月 20日第２回部会資料　志村高史）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2014/12/16/1354055_3.pdf

・さいたま市公共施設マネジメントの取組（平成 26 年 11
月 20日第２回部会資料　志村秀明）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2014/12/16/1354055_4.pdf

・京都御池創生館 - 複合施設の可能性と課題 -（平成
27 年２月 16日第３回部会資料　萩本善三）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2015/04/23/1356725_1.pdf

・震災復興における学校の再生　学校づくりはまちづく
り（平成 27 年２月 16日第３回部会資料　小野田泰
明）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2015/04/23/1356725_2.pdf

・学校施設を活かした公共施設複合化 - 課題を効果に -
（平成 27 年２月 16日第３回部会資料　倉斗綾子）
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http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/afieldfi
le/2015/04/23/1356725_3_1.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/afieldfi
le/2015/04/23/1356725_3_2.pdf

・高浜小学校（愛知県）における公共施設複合化の
取組（ワークショップ）（平成 27 年６月５日第４回部会
資料　望月伸一）
http : //www.mex t . go . j p/b_menu/sh ing i /
chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/
afieldfile/2015/07/24/1359984_1.pdf
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学校施設及び児童福祉施設等に係る建築基準法関係の留意点（※１）

学校
児童福祉施設等

保育所（※２） 老人デイサービスセンター
22 条地域の外壁や軒裏の
防火措置

（法第 24 条）

22 条地域では、外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部
分を防火構造とすることを要求。

（適用外）

用途による界壁や間仕切壁の準
耐火構造要求 

（法第 36 条、令第 114 条）

防火上主要な間仕切壁を準耐火構造とし、小屋裏又は天
井裏に達するようにすることを要求。 

（日本建築行政会議では、「教室等相互を区画する壁及び
教室等と避難経路を区画する壁」として運用）

防火上主要な間仕切壁を準耐火構造とし、小屋裏又は天
井裏に達するようにすることを要求。 

（日本建築行政会議では、「病室、就寝室等の相互間の壁
で、３室以下かつ 100㎡以下に区画する壁及び避難経路
を区画する壁」として運用）

ただし、以下のとおり、建物の利用者の避難上の安全性が十分に確保される場合（スプリンクラー設備を設けた場合
や小規模で避難が極めて容易な構造とする場合）は規制を適用除外とする。

・床面積 200㎡以下の階又は床面積 200㎡以内毎に準耐火構造の壁等で区画した部分に、スプリンクラー設備を設
けた場合

・床面積 100㎡以下の階又は床面積 100㎡以内毎に準耐火構造の壁等で区画した部分で、各居室に煙感知式の住宅
用防災機器又は自動火災報知設備が設けられ、①又は②のいずれかに適合する場合

①各居室の出口から屋外、避難上有効なバルコニー又は 100㎡以内毎の他の区画（屋外及び避難上有効なバルコニー
は、幅員 50cm 以上の通路その他の空地に面するものに限る。以下「屋外等」という。）に、歩行距離 8m（内装
不燃化の場合は 16m）以内で避難でき、かつ、各居室と避難経路とが壁及び常時閉鎖式の戸等で区画されている
ものであること

②各居室から直接屋外等に避難ができるものであること
用途による耐火建築物等要求

（法第 27 条、法別表第１、令第
115 条の 2 の 2）

・３階建以上
・当該用途に供する部分の床面積の合計が 2,000㎡以上

３階建以上
・当該用途に供する２階の部分の床面積の合計が 300㎡

以上
廊下の幅

（法第 35 条、令第 119 条）
小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校における児
童用又は生徒用のものの廊下の幅は、両側居室の場合
2.3m、片側居室の場合 1.8m

３室以下の専用のものを除き居室の床面積の合計が 200
㎡を超える階における廊下の幅は、両側居室の場合
1.6m、片側居室の場合 1.2m とすることを要求。

居室から直通階段までの距離
（法第 35 条、令第 120 条）

主要構造部が準耐火構造又は不燃材料：50m
（さらに、当該居室及び避難経路の壁・天井の内装を準不
燃材料としたものは 60m）
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　：40m

主要構造部が準耐火構造又は不燃材料：50m
（さらに、当該居室及び避難経路の壁・天井の内装を準
不燃材料としたものは 60m）
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　：30m

２以上の直通階段
（法第 35 条、令第 121 条）

＜５階以下の階（避難階の直上階）＞
主要構造部が準耐火、不燃：400㎡超の階
その他　　　　　　　　　　　　　：200㎡超の階
＜５階以下の階（その他の階）＞
主要構造部が準耐火、不燃：200㎡超の階
その他　　　　　　　　　　　　　：100㎡超の階
＜６階以上の階＞
主要構造部が準耐火、不燃：居室 200㎡超の階
その他　　　　　　　　　　　　　：居室 100㎡超の階

主要構造部が準耐火、不燃：主たる居室 100㎡超の階
その他　　　　　　　 　　　　　　：主たる居室 50㎡超の階

避難階段の設置
（法第 35 条、令第 122 条）

５階以上の階又は地下２階へと通ずる直通階段は避難階段又は特別避難階段とすることを要求
（100㎡以内毎に耐火構造・特定防火設備で区画されている場合、避難階段・特別避難階段の設置を免除）

排煙設備の設置
（法第 35 条、令第 126 条の 2）

（適用外）
（

延べ面積 500㎡超

）
準耐火構造・防火設備で区画された部分で100㎡以内

の場合、排煙設備を免除。
非常用照明装置の設置

（法第 35 条、令第 126 条の 4）
（適用外） 居室及び避難経路（廊下、階段等）

内装制限
（法第 35 条の 2、令第 128 条
の 4、令第 129 条）

（適用外） 児童福祉施設等の用途が 200㎡以上等
（耐火・準耐火建築物で 100㎡以内毎に準耐火構造の床、
壁、防火設備で区画されている部分の居室は対象外）

※１　自治体により取扱いが異なる場合があるため、各自治体の担当部署に確認する必要がある。
※２　保育所を２階以上に設ける場合は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準が適用されるため本ページ下段を参照

保育所を２階以上に設ける場合の建物の構造、その他の要件
< 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（抜粋）>

要件 ２階 ３階 ４階以上
建物の構造 耐火建築物

　又は、準耐火建築物
　　主要構造部を準耐火構造
　　 としたもの

耐火建築物 耐火建築物耐火建築物

避難施設・設備
（１以上設ける）

常用 ・屋内階段
・屋外階段

・屋内避難階段
　又は、特別避難階段
・屋外階段

・屋内避難階段
　又は、特別避難階段
・屋外避難階段

避難用 ・屋内階段
　又は、特別避難階段
・待避上有効なバルコニー
・準耐火構造の屋外傾斜路
　又は、これに準ずる設備
・屋外階段

・屋内避難階段
　又は、特別避難階段
・耐火構造の屋外傾斜路
　又は、これに準ずる設備
・屋外階段

・屋内避難階段

防火区画 なし 調理室以外の部分と調理室は耐火構造の床もしくは壁又は特定防火設備
で区画する

内装制限 なし 保育所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げは不燃材料とする
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学校施設に独立した用途部分（児童福祉施設等※１）が混在する場合の消防法令上の取扱い
< 消防法施行令別表第一に掲げる防火対象物の取り扱いについて（抜粋）>

条件 単体用途 複合用途
a 学校部分の面積割合 児童福祉施設等を含めた建物全体

の延べ面積の９０％以上

（廊下、階段等の共用部は按分）

児童福祉施設等を含めた建物全体
の延べ面積の９０％以上

（廊下、階段等の共用部は按分）

児童福祉施設等を含めた建物全体
の延べ面積の９０％未満

（廊下、階段等の共用部は按分）
b 児童福祉施設等
　部分の面積

　児童福祉施設等の
　面積割合

面積の合計が３００㎡未満

　建物全体の延べ面積の１０％以下
　廊下、階段等の共用部は按分

面積の合計が３００㎡以上

　建物全体の延べ面積の１０％以下
　廊下、階段等の共用部は按分

児童福祉施設等部分の床面積に関
係なく該当

防火対象物の取扱い

　（a かつ b で判定）

建物全体を学校（７項）として取り扱
う（※２）

学校・児童福祉施設等を含めた建物全体を複合用途防火対象物（１６項イ）
として取り扱う（※３）

例えば、
　・学校の既存部分全てに誘導灯の設置が必要となる。
　・既存部分に非常警報設備、自動火災報知 などがない場合には、
既存の建物の収容人員や既存部分の面積によっては、これらの設備が新た
に必要となることがある　等

※１　児童福祉施設等…保育所及び老人デイサービスセンターは消防法上同じ取扱いとなる。
※２　１棟の建物であっても開口部のない耐火構造の床又は壁で区画（令８区画）されている場合、その区画された部分は
　　  それぞれ別の防火対象物として取り扱われる。
※３　自治体により取扱いが異なる場合があるため管轄の消防機関に確認する必要がある。
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学校施設と他の公共施設との複合化に活用できる国庫補助等

公立学校施設の大規模改造（余裕教室）事業

　地域住民にとって最も身近な地域コミュニティの拠点となる学校施設について、少子化に伴い生じている
余裕教室を子育て支援施設や高齢者福祉施設に転用するために必要となる解体撤去工事及び必要最低限の改
修工事に係る経費の一部について補助する。

補助事業の概要

公立学校施設の地域・学校連携施設整備事業

  学校と地域社会が連携協力することの重要性に鑑み、地域の持つ教育力を活かした学習活動や地域の生涯学習活動

等を実施するための場、また、地域の人々の交流の場などを備えた地域コミュニティの拠点としての学校施設の整備

推進を図る。

補助事業の概要

・対象校：公立の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校

・交付金の算定割合：１／３

・整備内容：学校施設の複合化を促進するとともに、地域の生涯学習活動等の拠点となるよう、他の文教施設や福

祉施設等と有機的な連携を図るために必要となる施設の整備

・対象施設

ア 文教施設（社会教育施設、社会体育施設、文化施設・文化財保護施設）

イ 福祉施設（高齢者福祉施設、児童福祉施設等、身体障害者更生援護施設等）

ウ その他、学校施設と複合化することが適当と認められる施設

参考 2

対象校 交付金の
算定割合 整備内容

小学校、中学校、中等教育
学校の前期課程 １／３ ※

○公立小中学校の余裕教室を、放課後児童クラブ、保育所、児童館、子育て
支援センター等の子育て支援施設やデイサービスセンター等の高齢者福祉施
設に転用するために必要となる解体撤去工事。

○転用に当たって必要となる、既存施設の撤去工事及び必要最小限の改修工事
・玄関を設置するため、教室外側の窓部分の撤去
・黒板や教壇等の不要な作り付け物品の撤去
・カーペット敷きとするため、木製の床材の撤去
・普通教室として使用している教室を転用するため、別の場所に普通教室を

作り直す場合に他の余裕教室を普通教室へ改修する工事

※（財政力指数１．００超の地方公共団体 ･･････２／７）
      対象工事費 下限額 ２００万円
     上限額 ２億円（過去において児童生徒が急増した市町村にあっては３億円）

対象経費 国庫補助基準面積 単価 備考

他の文教施設や福祉施設等と
の複合化を図ることに伴い必
要となる施設（多目的ホール、
展示ホール、等の交流スペー
ス、通路スペース、備蓄倉庫等）
の整備及び各室等の空調設備
を整備するのに必要な経費

学校施設と複合化対象施設との共用ス
ペース（多目的ホール、展示ホール等
の交流スペース、通路スペース、備蓄
倉庫等）の面積に 0.5 を乗じて得た面
積を国庫補助対象面積とする（ただし、
当該校の校舎又は屋内運動場の必要
面積 7% を限度とする。）

各学校種の
校舎又は屋
内運動場の
単価

学 校 施 設
の新増改築
と同時整備
の場合に限
る。

（参考）補助対象となる箇所

学校施設

文教施設
福祉施設 等

・多目的ホール
・通路スペース
・備蓄倉庫 等
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公立学校施設の財産処分の手続

○国庫補助を受けて整備した建物を、処分制限期間内に転用等する場合は、文部科学大臣
の承認（財産処分手続）が必要。

○本来、公立学校施設整備のために交付された補助金であるため、補助目的外に転用等す
る場合には、国庫補助相当額の国庫納付が必要。

  公立学校施設に係る財産処分手続の大幅な簡素化・弾力化  

◎文部科学省では、国庫補助金相当額の国庫納付をほとんどの場合に不要とするなど、公
立学校施設に係る財産処分手続の大幅な簡素化・弾力化を図り、地方公共団体の取組を
支援

＜国庫補助事業完了後10年以上経過し、次のいずれかに該当＞
・無償による財産処分（転用・貸与・譲渡・取り壊し）（相手先は問わない）
・国庫納付金相当額を学校施設整備のための基金に積み立てた上で、相手を問わず、
有償貸与・有償譲渡

＜国庫補助事業完了後10年未経過で、次のいずれかに該当＞
・耐震補強事業等を実施した建物等の無償による財産処分
・大規模改造事業等で、国庫補助事業完了後10年以上経過した建物等と併行して
やむを得ずに行う無償による財産処分

・特別支援学校の用に供するために行う建物等の転用及び無償による貸与・譲渡
・特別支援学校の用に供する既存施設の改修事業の無償による財産処分
 （当該財産処分後において、当該事業を実施した特別支援学校の教室が不足してい
ない場合に限る。）

・市町村合併に伴い、学校統合等をした建物等の無償による財産処分
・学校統廃合後に地域再生計画の認定を受けた建物等の無償による転用・貸与

原
　
則
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学校施設との複合化が考えられる公共施設に関する主な補助制度等

学校施設と複合化が考えられる施設に関する主な補助制度等
平成27年度（平成 27年 9月現在）

対象となる公共施設等 事業名 所管官庁

地域スポーツ施設 スポーツ振興くじ（toto）助成
（地域スポーツ施設整備助成） 文部科学省

（独）日本スポーツ振興センター
スポーツ振興事業部支援第二課
地域スポーツ支援係
ＴＥＬ：０３－５４１０－９１２９

埋蔵文化財の公開・活用及び整理・収蔵等
を行うための設備整備事業

地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
（国宝重要文化財等保存整備費補助金） 文化庁

文化財部記念物課管理係
ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１
（内線２８７６）

地域間交流・地域振興を図るための生産加
工施設、資料展示施設、教育文化施設、地
域芸能・文化体験施設等
（過疎地域の廃校舎等の遊休施設を改修す
る費用が対象）

過疎地域等自立活性化推進交付金
（過疎地域遊休施設再整備事業） 総務省

自治行政局過疎対策室
ＴＥＬ：０３－５２５３－５１１１
（内線５５３６）

児童福祉施設等
（保育所を除く） 次世代育成支援対策施設整備交付金

厚生労働省

雇用均等・児童家庭局総務課
（児童福祉）
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線７８２４）

私立保育所等 保育所等整備交付金 雇用均等・児童家庭局保育課
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線７９２７）

私立保育所、小規模保育事業、家庭的保育事
業等 保育対策総合支援事業費補助金

老人福祉施設等 医療介護提供体制改革推進交付金
（地域医療介護総合確保基金）

老健局高齢者支援課
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線３９２８）

障害者施設等 社会福祉施設等施設整備費補助金

社会・援護局障害保健福祉部
障害福祉課
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線３０３５）

放課後児童クラブ 子ども・子育て支援整備交付金 内閣府

子ども・子育て本部
参事官（子ども・子育て支援担
当）
事業３係
TEL：03-5253-2111
（内線38349）

交流施設等の公共施設 森林・林業再生基盤づくり交付金
（木造公共建築物等の整備） 林野庁

林政部木材利用課
ＴＥＬ：０３－３５０２－８１１１
（内線６１２７）

都市再生整備計画に位置付けられた交流施
設等

社会資本整備総合交付金
（都市再生整備計画事業）

国土交通省

都市局市街地整備課
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１
（内線３２７６３）

既存公共施設を再編し、ワンストップサービ
スの実現やサービスコストの低減を図る事
業等に必要な施設整備
（「小さな拠点」の形成に資するもの）

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落
生活圏」形成推進事業

国土政策局地方振興課
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１
（内線２９５４３）
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事業実施前 事業実施後 説明

集約化
事業

　既存の同種の公共施設を
統合し、一体の施設として
整備する

複合化
事業

　既存の異なる種類の公共
施設を統合し、これらの施
設の機能を有した複合施設
を整備する。

転用
事業

　既存の公共施設を改修し、
他の施設として利用する

公共施設等総合管理計画の策定推進（平成 27 年 3 月 19 日総務省）

背  景
　地方公共団体が、公共施設の老朽化の状況や人口減少・少子高齢化等の現状を踏まえ、公共施設の最適配置を実
現するためには、公共施設の集約化・複合化や転用を進めていくことが重要であり、地方公共団体におけるこれらの
取組を後押しするため、平成２７年度から新たな地方債措置を創設。

事業概要
　地方公共団体が、公共施設等総合管理計画に基づき実施される事業であって、既存の公共施設の集約化・複合化
を実施するものに対し、新たな地方債（公共施設最適化事業債）を充当。
　  また、既存の公共施設等の転用事業について、新たに地域活性化事業債の対象とする。

【参考】その他の地方財政措置
　平成２６年度から講じていた計画策定費に係る特別交付税措置及び計画に基づく公共施設等の除却事業
に係る地方債の特例措置について、平成２７年度以降も引き続き講じる。

【期間】　平成２７年度からの３年間
【充当率等】   地方債充当率 ： ９０％     交付税算入率 ： ５０％
【平成２７年度地方債計画計上額】　 ４１０億円
　 ※全体として施設の延床面積が減少する事業に限る
　 ※広域連携により事業を実施する場合も対象

【期間】　平成２６年度からの３年間
【措置率】　交付税措置率 ： ５０％

【期間】　 平成２７年度からの３年間
【充当率等】   地方債充当率 ： ９０％     交付税算入率 ： ３０％
【平成２７年度地方債計画計上額】    ９０億円
　   ※広域連携により事業を実施する場合も対象

【期間】　平成２６年度以降当分の間
【充当率】　地方債充当率 ： ７５％（資金手当）
【平成２７年度地方債計画計上額】　３４０億円

公共施設最適化事業債等について

公共施設最適化事業債等の創設

公共施設最適化事業等の概要

公共施設最適化事業債（集約化・複合化事業）

特別交付税措置（計画策定費）

地域活性化事業債（転用事業）

除却事業に係る地方債

公共施設等総合管理計画について（平成２７年５月１９日経済財政諮問会議　総務省資料）

公民館Ａ
（延床面積：２００）

廃止

保育所
（延床面積：２００）

廃止

公民館Ｂ
（延床面積：２００）

集約化後施設
（延床面積：３５０）

公民館

高齢者
施設

保育所

高齢者施設
（延床面積：２００）

学校

複合施設
（延床面積：３５０）

高齢者施設

参
考
資
料



85

学校施設と他の公共施設等との複合化イメージ（一例）

社会福祉施設

（保育所・老人福祉センターなど）

社会福祉施設

（公民館・図書館など）

( 複合化の効果的な取組事例 )

①施設機能の共有化による
　学習環境の高機能化・多機能化

公共図書館との複合化により、豊富な資料
を授業等でも利用することが可能。

②児童生徒と施設利用者との交流

授業の一環として、老人デイサービスセン
ターの高齢者との交流を実施。

③地域における生涯学習や
　コミュニティの拠点の形成

地域住民の生涯学習の拠点としての役割も
担う公民館ホールとの複合化

④専門性のある人材や地域住民
　との連携による学校運営の支援

複合施設を拠点とする総合型地域スポーツ
クラブによる体育や部活動への支援。

⑤効果的・効率的な施設整備
　・敷地の有効活用

保育所や老人福祉施設、商業店舗等との複
合施設としてＰＦＩ事業により整備。

　・既存の学校施設の活用

周辺地域の待機児童の増加に伴い、余裕教
室等を改修し保育所を整備。

参考 3

学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について（概要）
～ 学びの場を拠点とした地域の振興と再生を目指して～

　本報告書は、近年増加傾向にある学校施設と他の公共施設等との複合化について、教育振興基本計画（平成25年 6月閣
議決定）等を踏まえ、子供たちの多様な学習機会を創出するとともに、地域コミュニティの強化や地域の振興・再生にも資するよう、
文部科学省が設置する「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」にて、平成27年 11月に取りまとめたものです。

第１章　学校施設の複合化に関する現状と課題
１．公共施設マネジメントが求められる
      社会的背景
・公共施設の老朽化による更新需要の高まり
・人口構成や社会構造の変化による公共施設の利用需要変化
・厳しい財政状況の中で求められる財政負担の軽減・平準化
➡域内の公共施設を総合的に把握し、財政運営と連動し
　計画的に管理・活用する公共施設マネジメントが必要。

・公共施設（棟数）の約４割を占める学校施設
➡学校施設のマネジメントが、公共施設全体の
　効果的・効率的な整備へとつながることが期待される

２．学校施設の現状と複合化の需要の高まり
・耐震対策等は概ね完了、今後は老朽化対策が課題
      築 25年以上の改修が必要な公立小中学校施設が約７割
・厳しい財政状況下における対応
      改築よりも、安価で廃棄物等も少ない長寿命化改修の導入
      民間活力の活用や財源確保の取組
・余裕教室等の活用
 　  地域の実情やニーズに応じ、保育所など様々な用途に活用
・学校施設と他の公共施設等との複合化の需要の拡大
➡学校施設の長寿命化計画の策定に併せて

複合化の検討も重要

３．学校施設の複合化の実施状況調査
・ア

（平成26年５月１日時点）
ンケートによる全国調査：公立小中学校施設の複合化事例は、全国で10,567校、全体の35％を占め、現在も増加傾向にある。

　　　　　　　　　　　　　　　　既存学校施設を活用して整備した、放課後児童クラブや地域防災用備蓄倉庫との複合化事例が多い。
・現地調査：全国15校の複合化事例について現地視察を実施し、施設上の特徴や複合化の効果・課題等について分析。

４．学校施設の複合化の特徴と取組事例

施設区分
文教施設 社会福祉施設 文教施設・社会福祉施設以外の施設

計
社会教育施設 社会体育施設 児童福祉施設 老人福祉施設

障害者
支援施設等

その他の
社会福祉
施設

病院・
診療所 行政機関 給食共同

調理場
地域防災用
備蓄倉庫 民間施設 その他

施設種別 図書館 公民館等 博物館等 プール 体育館等 放課後
児童クラブ 保育所 児童館等 特別養護

老人ホーム

老人
デイサービス
センター等

小学校 38 383 12 18 42 6,294 97 354 0 98 10 11 3 32 99 4,036 5 16 11,553
中学校 7 60 5 14 68 39 15 7 2 13 1 3 2 17 54 1,517 1 16 1,841
計 45 443 22 32 110 6,333 112 361 2 111 11 14 5 49 153 5,553 6 32 13,394

学校施設と複合化した公共施設等の種類別件数（延べ数）
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学校設置者は、学校施設の複合化に当たり、地方公共団体の公共施設等関係部局と連携し、教職員や児童生徒、保護者、
地域住民などの関係者の意見を取り入れつつ、地域の実情や以下のことを踏まえ実施することが重要である。
１．基本的な考え方

（１） 学習環境の高機能化・多機能化
⇒…他の施設が所有する機能を学校教育にも活用できる高機能で多機能な施設計画とすることが重要。

（２） 児童生徒と幼児や高齢者など多様な世代との交流
⇒…多様な世代との交流や、互いの活動の様子を感じられる施設計画とすることが重要。

（３） 学びの場を拠点とした地域コミュニティの強化
⇒…地域の生涯学習やコミュニティ形成の拠点として、多様な人々が安全に利用できることが重要。

（４） 学校教育等を支える専門性のある人材の活用
⇒…専門性のある人材の学校教育等への取り込みや、民間団体の施設管理等への活用を図ることが重要。

（５） 効果的・効率的な施設整備
⇒…既存学校施設の活用や、公民連携による整備手法等、効果的・効率的な整備を図ることが重要。

・多様な学習機会の創出　　  ・地域コミュニティの強化　　  ・地域の振興・再生

２．域内の学校施設の計画に関する留意事項
学校設置者は、学校施設の長寿命化計画等の策定を通じて、域内の学校施設の老朽化等の状況を把握し、
公共施設関係部局と連携を深め、公共施設に係る情報共有を図ることが重要。

３．個別の学校施設の複合化に関する留意事項

・学校施設整備指針への反映　　・公共施設等関係部局への周知　　・財産処分手続の簡素化
・学校施設の計画・設計プロセス構築の支援　　・好事例の普及啓発

第２章　学校施設の複合化の在り方

第３章　国による支援策

( 複合化の課題 )

①地方公共団体内の部局間の連携、教職員や地域との合意形成
・地方公共団体内の複数の部局が連携し、域内の公共施設の整備計画や各施設の計画、管理運営方法等の検討が必要。
・整備計画の早い段階から、地域住民と共に意見を出しあい合意形成を図るプロセスの構築が重要。

②施設計画上の工夫
・安全性の確保

不特定多数が施設を利用することから、児童生徒が安心して学校生活を送り、　
地域住民も安心して利用できるよう、ハード・ソフト両面の対応策の検討が必要。

・互いの施設の活動への支障の緩和
児童生徒と施設利用者との動線交錯や互いの音などにより、学校活動や他の施
設の活動が互いに支障を及ぼさないように配慮が必要。

・施設の管理区分や会計区分の検討
各施設間の相互利用・共同利用に応じた専用部分や共同利用部分の管理区分や、
光熱水費等の会計区分等の明確化や一元化の可否等について検討が必要。

（1）施設計画・設計上の留意事項 ・複合施設の基本的事項の検討　・適用法令と補助制度の把握
・合意形成　・配置計画　・空間構成　・居室環境

（2）施設管理上の留意事項

・各施設の利用条件や施設管理の役割分担等の明確化
・各施設間の連絡協議のための組織の設置　・施設利用者の意見の反映
・各施設の専用部分や共同利用部分の管理区分の明確化
・施設ごとの会計区分を踏まえた電気・ガスなどの設備系統区分への配慮
・施設管理業務の外部委託

（3）安全性の確保のための留意事項 ・事故防止　・防犯機能の確保　・防災機能の確保
・総合的な防犯・防災対策の確立

地域住民等との意見交換
（さいたま市）
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参考 4

学校施設の在り方に関する調査研究について

平 成２１年６月１９日
大 臣 官 房 長 決 定
平成２７年４ 月１日最終改訂

１ 趣旨
　近年の社会変化に対応するため、今後の学校施設の在り方及び指針の策定に関する調査研究を行う。

２ 調査研究事項
（１）今後の学校施設の在り方について
（２）学校施設整備指針の策定について
（３）その他

３ 実施方法
（１）別紙の学識経験者等の協力を得て、２に掲げる事項について調査研究を行う。
（２）（１）の他、教育に関する政策に係る基礎的な事項の調査および研究の状況を把握するため、別紙２に

掲げる特別協力者の参画を得る。
（３）必要に応じ、その他の関係者の協力を求めることができる。

４ 実施期間
平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までとする。

５ その他
この調査研究に関する庶務は、大臣官房文教施設企画部施設企画課において行う。
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議委員名簿

　　氏　　　名　　　　　　　　　　職　　　名

　天　笠　　茂　　　　　千葉大学教育学部教授

　荒　川　早　月　　　　東京都立高島特別支援学校長

　岩　井　雄　一　　　　十文字学園女子大学人間生活学部児童教育学科教授

　上　野　　淳　　　　　首都大学東京学長

　衞　藤　　隆　　　　　東京大学名誉教授

　工　藤　和　美　　　　東洋大学理工学部教授

　小　林　奈都夫　　　　公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会副会長

○杉　山　武　彦　　　　一般財団法人運輸政策研究機構運輸政策研究所所長

　高　際　伊都子　　　　学校法人渋谷教育学園渋谷中学高等学校副校長

　丹　野　典　和　　　　川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室長

　長　澤　　悟　　　　　東洋大学名誉教授

　中　澤　正　人　　　　日野市立日野第四小学校長

　中　埜　良　昭　　　　東京大学生産技術研究所教授

　長　山　晃　一　　　　東京都立晴海総合高等学校長

　成　田　幸　夫　　　　岐阜聖徳学園大学教育学部教授

　笛　木　啓　介　　　　大田区立御園中学校長

　松　村　和　子　　　　文京学院大学副学長

　御手洗　　康　　　　　公益財団法人修養団理事長

　柳　澤　　要　　　　　千葉大学大学院工学研究科教授

　山　重　慎　二　　　　一橋大学大学院経済学研究科教授

　山　西　潤　一　　　　富山大学人間発達科学部教授

（以上２１名、五十音順、敬称略）

（○：主査）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議特別協力者名簿

　　氏　　　名　　　　　　　　　職　　　名

　磯　山　武　司　　　　国立教育政策研究所文教施設研究センター長

　屋　敷　和　佳　　　　国立教育政策研究所教育政策・評価研究部総括研究官

（以上２名、五十音順、敬称略）

（別紙）

（別紙 2）
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参考 5

学校施設と他の公共施設等との複合化検討部会について

１ 趣旨
　第２次教育振興基本計画において、社会全体で子供たちの学びを支援し、学びの場である学校を拠点と
して地域コミュニティの形成を推進する観点から、学校施設と社会教育施設等との複合化や余裕教室の活用
を促進することとされている。

　一方、学校施設を含む公共施設については、今後、人口減少等により利用需要が変化していくことが予
想されることを踏まえ、全体の状況を把握し、長期的な視点から最適な配置を実現していくことが必要とさ
れている。

　これらの状況を踏まえ、当部会では、学校が社会全体で子供たちの学びを支援する場となり、地域の振
興・再生にも貢献するコミュニティの拠点としての役割を果たすことができるよう、学校施設と他の公共施設
等との複合化について検討を行う。

２ 主な検討内容
（１） 学校施設と他の公共施設等との複合化の在り方について

・複合化の基本的な考え方
・複合化に関する施設整備の留意事項
・複合化に関する支援策

（２） 学校施設と他の公共施設等との複合化に係る取組事例の収集・分析について
（３） その他

３ 委員・特別協力者
別紙のとおり

４ 実施期間
平成２６年７月１０日から平成２８年３月３１日までとする。
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（別紙）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
学校施設と他の公共施設等との複合化検討部会委員名簿

　　氏　　　名　　　　　　　　　　職　　　名

　浅　井　経　子　　　　八洲学園大学生涯学習学部教授

　安　間　正　伸　　　　世田谷区施設営繕担当部施設営繕第一課長

◯上　野　　淳　　　　　首都大学東京学長

　倉　斗　綾　子　　　　千葉工業大学工学部准教授

　斎　尾　直　子　　　　東京工業大学教育施設環境研究センター准教授

　志　村　高　史　　　　秦野市政策部公共施設再配置推進課課長兼課長代理
　　　　　　　　　　　　兼教育部教育総務課課長代理

　志　村　秀　明　　　　芝浦工業大学工学部建築学科教授

　萩　本　善　三　　　　京都市西京図書館館長

　葉　養　正　明　　　　文教大学大学院教育学研究科長・教育学部教授

　望　月　伸　一　　　　株式会社ファインコラボレート研究所代表取締役

　山　崎　　敏　　　　　立教大学コミュニティ福祉学部兼任講師

　山　重　慎　二　　　　一橋大学大学院経済学研究科教授

（以上１２名、五十音順、敬称略）

（◯：部会長）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
学校施設と他の公共施設等との複合化検討部会特別協力者名簿

　　氏　　　名　　　　　　　　　職　　　名

　磯　山　武　司　　　　国立教育政策研究所文教施設研究センター長

（以上１名、敬称略）
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参考 6

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
学校施設と他の公共施設等との複合化検討部会の審議の経過

【平成 26 年度】
第１回（平成26年８月20日）

・委員からのプレゼンテーション（望月委員、葉養委員、山崎委員）
・現地調査の検討 など

現地調査（15校）（平成26年9月～10月）

第２回（平成26年11月20日）
・現地調査報告
・委員からのプレゼンテーション（志村（秀）委員、志村（高）委員） など

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第17回）（平成26年12月９日）
・進捗状況報告

第３回（平成27年２月16日）
・委員からのプレゼンテーション（萩本委員）
・有識者からのプレゼンテーション
小野田泰明　東北大学大学院工学研究科教授
倉斗　綾子　千葉工業大学工学部デザイン科学科助教（当時。現・本部会委員）

・報告書の取りまとめの方向性の検討 など

【平成 27 年度】
第４回（平成27年６月５日）

・委員からのプレゼンテーション（望月委員）
・報告書（骨子案）の検討

第５回（平成27年７月９日）
・報告書（素案）の検討

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第18回）（平成27年7月27日）
・報告書（素案）の検討

第６回（平成27年９月30日）
・報告書（案）の検討

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第19回）（平成27年１１月５日）
・報告書（案）の検討
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